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Ⅰ 調査研究事業の実施 
 

 

1 調査研究事業の目的 
 

（経緯・現状） 

○ 国が行うモデル事業・市民後見推進事業が３年目をむかえ、平成２３年度３７市区町、平

成２４年度８７市区町、平成２５年度１２８市区町村と、実施自治体数は着実な伸びを示し

ている。 
 

○ すでに市民後見事業を行っている先駆的な取り組みなどから学び、試行を重ねるなか

で、市町村における市民後見に関する知見やノウハウは蓄積されつつある。しかしなが

ら、市民後見にまつわる諸々の活動の標準化は未だなされていない状況である。 

 

（目的） 

○ 市民後見を、あらゆる市区町村において取り組み可能な普遍的システムとするためには、

市民後見活動の標準的モデル（祖形）が示されなければ広範な実現化は困難である。 
 

○ そこで本調査研究では、標準的モデルの析出を目指して、現在、わが国で行われてい

る市民後見人の活動実態を、まずは把握する調査事業を行うことを目的とした。 
 

○ 調査事業とあわせて、有識者等による研究会「介護と連動する市民後見研究会」におい

て、実際に先駆的に取り組まれている後見実施機関や権利擁護法人などから、ヒアリン

グを行うことを目的とした。 
 

○ また、市民後見推進事業を行う市区町村（今後、事業を検討する市区町村を含む）や都道府

県及びその委託先を対象とした「市民後見推進モデル事業自治体研修会」を開催し、

げんにモデル自治体間の情報交換等を図ることも本事業の目的のひとつとした。 

 

２ 調査実施の方法 

 

（調査手法の検討） 

○ 事務局において「市民後見人に関する調査」の調査・調査票の素案を作成。それをもと

にワーキンググループ（座長：川越 雅弘 国立社会保障・人口問題研究所 企画部第一室 室長）

において検討を進め、最終的にワーキンググループにおいて調査票、調査時期といっ

た調査計画を策定した。 
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（調査方法・調査時期） 

○ ワーキンググループにおいて策定した調査票を、現在、わが国においてある程度の実施

規模において市民後見を実施している１０か所の後見実施機関に送付。５つの機関から

１２２サンプルの回答を得た。 
 

○ 調査方法は市民後見人による自記入式アンケート方式。調査票を参考資料として後掲。 

  付随して、後見実施機関の基礎情報（実施体制・事業内容・事業経費等）を得るための後見

実施機関調査を実施。 
 

○ 調査期間は平成２５年１１月～１２月。 

 

（調査対象） 

○ 回答を得た後見実施機関は以下の通り。 
 

 後見実施機関名 回収サンプル数 

 大阪成年後見支援センター（大阪市社会福祉協議会） ５０ 

 品川成年後見センター（品川区社会福祉協議会） ３７ 

 小樽・北しりべし成年後見センター（小樽市社会福祉協議会）  １５ 

 釧路市権利擁護成年後見センター 

（釧路市社会福祉協議会） 

１４ 

（２４）※ 

 東三河後見センター ６ 

 合計 １２２ 

※釧路市では市民後見人２人による複数後見を主としているため１４人の成年被後見人等に対して、２４人の市民後見人から回答を得ている。 
 

○ 今年度事業において、回収した調査票については単純集計を行ったが、市民後見活動

の標準化に向けた更なる精査及び補足調査の必要性から、本調査結果については次

年度に報告を行う予定である。 

 

３ その他 

 

（ヒアリング） 

○ ヒアリングを行った対象者は、次ページ一覧の通りである。 
 

○ 市民後見に取り組む市区町村等の参考に供するため、ヒアリング内容を参考資料として

後掲した。 
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ヒアリング一覧 

 
ヒアリング 報告者 実施日 

1 品川成年後見センター 

（品川区社会福祉協議会） 

所長 

齋藤 修一 

平成２５年７月８日

第１回研究会 

2 世田谷区成年後見センター 

（世田谷区社会福祉協議会 権利擁護支援課） 

権利擁護支援課長 

田邉 仁重 

 

3 大阪後見支援センターあいあいねっと 

（大阪府社会福祉協議会） 

所長 

山上 時津子 

 

4 公役社団法人 あい権利擁護支援ネット 

 

理事長 池田 惠利子 

理事 川端 伸子 

平成２５年８月２３日

第 2回研究会 

5 特定非営利活動法人 よこはま成年後見つばさ  

 

理事長 

須田 幸隆 

 

6 横浜生活あんしんセンター 

（横浜市社会福祉協議会） 

事務長 

酒井 正樹 

 

7 大阪市成年後見支援センター 

（大阪市社会福祉協議会） 

所長 

藤原 一男 

 

8 千葉県権利擁護支援ネットワーク 

 

副理事長 佐藤 彰一 

副理事長 長谷川 秀夫 

平 成 ２ ５ 年 ９ 月 ６ 日

第 3回研究会 

9 かながわ権利擁護相談センター 

（神奈川県社会福祉協議会） 

所長 齋藤 計好 

相談員 中田 栄二 

 

10 川崎市あんしんセンター 

（川崎市社会福祉協議会） 

運営課長 

佐竹 恵子 

 

11 特定非営利活動法人 東三河後見センター 

 

代表理事 長谷川 卓也 

市民後見人 田中 義人 

 

12 特定非営利活動法人 あさがお 

 

所長 

尾崎 史 

 

 

 

（市民後見推進モデル事業自治体研修会） 
 

○ 本事業で行った市民後見推進モデル事業自治体研修会に関しては、Ⅱにその概要を

掲載した。 
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４ 研究会等の実施経過 

 

○ 本調査研究における、研究会開催等の概略を経過的に示すと以下の通りである。 
 

第１回研究会【ヒアリング】 

日  時 平成 25年 7月 8日（月）14:30～17:00 

場  所 私学会館７階「妙高」の間 

出席委員 

泉委員、大森委員（座長）、小池委員、齋藤委員、髙村委員、 

堀田委員、松崎委員、森委員 

欠席：新井委員、上山委員 

オブザーバー 

中井 和博（厚生労働省老健局高齢者支援課(併)認知症・虐待防止対策推進室 課長補佐） 

阿萬 哲也（厚生労働省社会援護局障害保健福祉部障害福祉課障害児・発達障害児支援室 室長（併）地域生活支援推進室 室長）  

曽根 直樹（厚生労働省社会援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室 虐待防止専門官・障害福祉専門官）  

事 務 局 菅原、北村、福井 

ヒアリング先 

①品川成年後見センター（品川区社会福祉協議会） 

②世田谷区成年後見センター（世田谷区社会福祉協議会 権利擁護支援課） 

③大阪後見支援センターあいあいねっと（大阪府社会福祉協議会） 
 

第１回ワーキンググループにかかる事前打合せ 

日  時 平成 25年 8月 5日（月）16:00～18:00 

場  所 弊所会議室 

出席委員 川越委員 

事 務 局 菅原、北村 

打合内容 ○市民後見人の活動実態に関する調査 調査票案の作り込みについて 
 

第２回ワーキンググループにかかる事前打合せ 

日  時 平成 25年 8月 23日（金）11:00～13:00 

場  所 弊所会議室 

出席委員 川越委員 

事 務 局 
菅原、北村（以上、地域ケア政策ネットワーク） 

加藤（労働調査協議会） 

打合内容 ○市民後見人の活動実態に関する調査 調査票試案の検討 
 

第２回研究会 

日  時 平成 25年 8月 23日（金）14:30～17:00 

場  所 法曹会館２階「寿」の間 

出席委員 

大森委員（座長）、上山委員、小池委員、齋藤委員、髙村委員、 

堀田委員、松崎委員、森委員 

欠席：新井委員、泉委員 

オブザーバー 

勝又 浜子（厚生労働省老健局高齢者支援課 認知症・虐待防止対策推進室 室長）  

中井 和博（厚生労働省老健局高齢者支援課(併)認知症・虐待防止対策推進室 課長補佐） 

石津 友恵（厚生労働省老健局高齢者支援課 認知症・虐待防止対策推進室）  

曽根 直樹（厚生労働省社会援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室 虐待防止専門官・障害福祉専門官）  

事 務 局 菅原、北村、福井 

ヒアリング先 ①公役社団法人 あい権利擁護支援ネット 
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②特定非営利活動法人 よこはま成年後見つばさ 

③横浜生活あんしんセンター（横浜市社会福祉協議会） 

④大阪市成年後見支援センター（大阪市社会福祉協議会） 
 

第３回研究会 

日  時 平成 25年 9月 6日（金）14:30～17:00 

場  所 法曹会館２階 「寿」の間 

出席委員 

泉委員、大森委員（座長）、小池委員、齋藤委員、堀田委員、松崎委員、

森委員 

欠席：新井委員、上山委員、髙村委員 

オブザーバー 

勝又 浜子（厚生労働省老健局高齢者支援課 認知症・虐待防止対策推進室 室長）  

中井 和博（厚生労働省老健局高齢者支援課(併)認知症・虐待防止対策推進室 課長補佐） 

曽根 直樹（厚生労働省社会援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室 虐待防止専門官・障害福祉専門官）

松井 秀樹（公益社団法人成年後見センター・リーガルサポート 理事長） 

事 務 局 菅原、北村、福井 

ヒアリング先 

①千葉県権利擁護支援ネットワーク 

②かながわ権利擁護相談センター（神奈川県社会福祉協議会） 

③川崎市あんしんセンター（川崎市社会福祉協議会） 

④特定非営利活動法人 東三河後見センター 

⑤特定非営利活動法人 あさがお 
 

第１回ワーキンググループ 

日  時 平成 25年 9月 19日（木）10:00～12:00 

場  所 弊所会議室 

出席委員 川越委員（座長）、小嶋委員、森委員（親会と兼任） 

事 務 局 
菅原、北村（以上、地域ケア政策ネットワーク） 

加藤（労働調査協議会） 

議  題 ○市民後見人の活動実態に関する調査及び調査票案について 
 

第４回研究会 

日  時 平成 26年 3月 25日（火）10:00～12:00 

場  所 法曹会館２階 「寿」の間 

出席委員 

泉委員、大森委員（座長）、上山委員、小池委員、齋藤委員、堀田委員、

森委員 

欠席：新井委員、髙村委員、松崎委員 

オブザーバー 

原 勝則（厚生労働省老健局 局長） 

勝又 浜子（厚生労働省老健局高齢者支援課 認知症・虐待防止対策推進室 室長）  

中井 和博（厚生労働省老健局高齢者支援課(併)認知症・虐待防止対策推進室 課長補佐） 

曽根 直樹（厚生労働省社会援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室 虐待防止専門官・障害福祉専門官）

松永 智史（最高裁判所事務総局家庭局 局付） 

事 務 局 菅原、北村、福井 

議  題 
○市民後見人活動調査の報告 

○今年度事業（研修等）実施報告 
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Ⅱ 市民後見推進モデル事業自治体研修会 

 

【 研 修 の ね ら い 】 

 

日 時 平成２６年２月２４日（月）１０時～１７時 

会 場 全国町村会館２階ホール 

受講対象 
①市民後見推進事業実施市区町の事業担当者及び委託先 

②都道府県の市民後見推進事業担当者 

受講者数 １３９名 ※名簿別添 

 

◆カリキュラム 

時間 タイトル 講師・担当 

10:00 ～10:05 オリエンテーション  

10:05 ～10:10 開会挨拶 勝又 浜子 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

認知症・虐待防止対策推進室 室長  

10:10 ～10:30 ◆市民後見推進事業 

来年度予算など 

中井 和博 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

(併)認知症・虐待防止対策推進室課長補佐  

10:30 ～12:00 ◆今後の市民後見に求められる視点 堀田 力 

(公財)さわやか福祉財団 理事長 
 

  

13:00 ～14:20 ◆先進モデル報告  

 ①横浜市 

 

松浦 拓郎 

横浜市 健康福祉局 地域福祉保健部 福祉保健課 担当係長  

 ②北九州市 

 

杉本 真奈美 

北九州市社会福祉協議会 権利擁護・市民後見センター 次長  

 ③釧路市 

 

井上 雅敬 

釧路市社会福祉協議会 釧路市権利擁護成年後見センター 事務局長  

 ④大阪府 

 

山上 時津子 

大阪府社会福祉協議会 大阪後見支援センター 所長  
   

14:30 ～16:00 ◆後見実施機関論 

～市民後見バックアップシステムの重要性  

齋藤 修一 

品川成年後見センター 所長 

16:00 ～17:00 ◆成年後見制度の適切な運営に向けた取り組み  

 ～市民後見人の選任状況と絡めて 

松永 智史 

最高裁判所事務総局家庭局 局付   

市民後見推進事業初年度・今年度新規担当者ないし次年度事業実施を検討する自

治体を想定した研修。市民後見に関する理念的基礎及びその実践について、担当

者レベルで理解を得ることをねらいとしている。 

市民後見推進モデル事業自治体研修会【第１回】 
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【 研 修 の ね ら い 】 

 

日 時 平成２６年３月１８日（火）１０時～１７時 

会 場 主婦会館プラザエフ９階「スズラン」・７階「カトレア」 

受講対象 
①市民後見推進事業実施市区町の事業担当者及び委託先 

②都道府県の市民後見推進事業担当者 

受講者数 １１０名 ※名簿別添 

 

◆カリキュラム 

時間 タイトル 講師・担当 

10:00 ～10:05 オリエンテーション  

10:05 ～10:10 開会挨拶 中井 和博 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

(併)認知症・虐待防止対策推進室課長補佐  
10:10 ～10:30 ◆市民後見推進事業 

10:30 ～12:00 ◆市民後見の仕組み論 

 ～市民後見を進めるための必須条件 

上山 泰 

新潟大學法科大学院 教授 
 

  

13:00 ～14:00 ◆市民後見推進の課題 

～地域の権利擁護システムとしての展開 

佐藤 彰一 

國學院大學法科大学院 教授 

全国権利擁護支援ﾈｯﾄﾜｰｸ 理事長 
   

14:10 ～15:10 ◆市民後見概論 小池 信行 

(一財)民事法務協会 顧問／弁護士 
 

  

15:25 ～17:00 ◆市民後見の推進に向けて〔グループワーク〕 

～モデル自治体同士の情報交換 

 

  

市民後見推進事業の実務担当者を対象を想定して、市民後見をなぜ行うのか、

市民後見を行う場合のネックは何か？ 

市民後見推進に向けて、モデル自治体間の共通認識を定立することをねらいと

した。 

市民後見推進モデル事業自治体研修会【第２回】 
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参考資料 
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品川成年後見センター（品川区社会福祉協議会）  
(所長 齋藤 修一) 

 

１ 品川区の概況と潜在的利用者 

 

総人口は約 36 万 6,000 人、65 歳以上人口が約７万 4,000 人、高齢化率 20.4％です。後見ニーズ

の推計人口は、やや低めの見積もりですが、約 9,000人はいると現況把握しています。 

 

２ 品川区の｢権利擁護｣の仕組み 

 

品川成年後見センター設置の経緯。平成 12 年に品川区の権利擁護の仕組みに関して、2 年間かけ

て、学識経験者・実務家・品川区・品川区社会福祉協議会らで検討した結果、区内に権利擁護専門

機関として成年後見センターを早急に設置すべきという報告がなされました。 

品川成年後見センターは、後見ニーズ等の発見・相談から後見サービスも自ら行うワンストップ

センターとして機能すべきという位置づけでスタートしました。 

 品川の場合、在宅介護支援センター（地域包括支援センター）や民生委員など地域の最前線の方々

を中心に、その方々から寄せられた後見ニーズを、品川区の高齢・障害部局等が集約を図り、区長

申立てを活発に行ってきました。 

品川成年後見センターは、とりわけ身寄りのない方の法人後見等をしっかり行うという仕組みの

もと進めてまいりました。 
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３ 品川区社会福祉協議会による法人後見の実施状況 

 

スタッフ数は、設置当初の約８倍の規模になりました。 

内訳として常勤 14 名、それから「支援員（非常勤職員）」78 名。支援員の大半は品川区民です。

支援員の皆さんは、法人後見の活動メンバー等として働きながら、後見手法を実地に研修していま

す。市民後見人養成を修了した 48 名が支援員として活動をしています。 

 

 

品川成年後見センターは、原則として身寄りのない方の法人後見ニーズに関して、後見人の役割

を果たしてきました。 

しかし実務を進めていると、申立てできる親族がいても、現実にはその親族が遠方に住んでいた

り、病弱であったり高齢であったりする。入口段階で先に進めない現状がある。そのことを踏まえ

て、品川区では代理申立てを進めている。代理申立てに関しては、弁護士等 70 人以上との連携実

績があります。 

当時は規制緩和が盛んに叫ばれた時代。弁護士法第 72 条（非弁護士の法律事務の取扱い等の禁

止）の緩和をし、代理申立てを品川成年後見センターが行うことを可能とする旨を、法務省及び厚

生労働省などに提案した。その結果「無料ならよい」ということになりました。 

東京家庭裁判所とも協議しながら、代理申立てを適正に行ってきました。 

 

 

このように品川成年後見センターは、後見実施機関としてのノウハウやスキルを高めるため、法

人後見をしっかりと行ってきた経緯があります。 

平成 25 年 5 月 31 日現在、法定後見 218 件・任意後見 8 件、計 226 件の受任をしています。 
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任意後見に関しても、ひとり暮らし高齢者が非常に多くなっている現況、また軽度の障害者が十

分な支援を得られない、個別の支援を受けられていない状況を踏まえ、品川成年後見センターは、

委任契約に基づく「あんしんサービス」という任意後見の支援サービスを行っています。 

 

 

このような活動のなかで、平成 16 年後半頃から第三者後見人の必要性を感じ始めました。 

本人に対する身上監護を中心とした後見支援が必要だと考えていたところ、高齢社会 NGO 連携協

議会（高連協）から「品川区内で市民後見人養成をしたい」という申出があり、私どもと志を同じ

くする方々を得たという実感でした。 

以来、平成 18 年 3 月から正式に NPO 法人市民後見人の会と共催し、これまで 214 名の市民後見

人養成講座修了生を輩出している。この市民後見人の会は、修了生 214名のうち 100 名を会員とし

ている。将来的には、区内に法人支部等を複数持ちたいという展望があると聞いております。 

品川成年後見センターの拠点は品川区大井にあります。今後、区内に複数ブランチないし同等セ

ンターを設置する構想も含めて、いわゆる後見実施機関の拡充を計画している。 

東京大学の市民後見養成講座修了生も、東京都の社会貢献型後見人養成講座修了生の人たちとと

もに NPO 法人を立ち上げた。適正を見極め、品川成年後見センターの法人後見の活動を実務研修し

ていただいたうえで、後見人候補として申立てを行い受任しています。 

市民後見人は、後見を受ける本人の利益を真摯に考え、本人の喜びを高めてくれる視点を持ちあ

わせた人でなければならない。特別な感覚というより、ごく普通の市民感覚を十分に生かしていた

だきたい。品川区内に一定程度の後見知識を備えた後見人材が存在することにより、成年後見制度

の積極的な活用が図られると考えています。 
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市民後見人の活用に関して、当時の東京家庭裁判所の裁判官が、市民後見人を専任する際に２つ

のメリットを指摘されました。 

身近な後見実績のある社会福祉協議会が後見監督人に就けば、サービスを受ける本人及び本人の

家族、また市民後見人自身も非常に安心安全に感じ、各自のメリットが生み出される。品川成年後

見センターが後見監督人になれば、「すぐにでも専任する」という見解をいただいた。その言葉に

意を強くして、品川区では市民後見を推進してきた経緯があります。 

いま現在、65件の市民後見人に対する後見監督を行っています。 
 

 

こうした品川成年後見センターの活動や、市民後見人候補を挙げる際の適正等をチェックするた

め、品川区社会福祉協議会では第三者機関として運営委員会を設置し、後見活動や運営の適正さに

ついて、恣意的な活動に陥らぬよう、さまざまな観点から助言・指導をいただいています。 

 

４ 品川区の市民後見の今後 

 

品川成年後見センターは、行政と社会福祉協議会との役割分担を明確にし、強固な連携のもとに

制度活用を行っている。地域包括ケア時代を見据え、医療や介護等において適正に契約・支出行為

などが行われるよう、生活支援のなかに明確に大きな核のひとつとして、後見人の存在とりわけ市

民後見人が必要だという位置づけをしています。 
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ケース発見から成年後見制度利用までの流れを図示しました。 

区と社会福祉協議会が連携して月２回定例のケース検討会議を行っています。さきほどの資料に

運営委員会の開催は「3 か月ごと」とありますが、この合議体で申立ての適否を判断しています。 

発見・相談から申立てまでのサイクルが約 3 か月。あまり時間をかけないようにしている。行政

が保有する個人情報は、品川区社会福祉協議会が行うケース会議にもそのまま出す。個人情報を共

有化して検討を行う。それにより東京家庭裁判所への申立てをスムーズに行っています。 

この間に親族との連絡調整が整い、親族自らが申立てをするケースに関しては、品川成年後見セ

ンターが手続き支援を速やかに行う。ときには後見人候補のマッチング・紹介なども行う。速やか

に本人の権利擁護につながる仕組みとしています。 

 

５ 平成 25年度品川成年後見センター活動実績 

 品川成年後見センターは平成 14 年 6 月の設置し、これまでの活動実績を表に示しております。 

1 ページ目の 3 欄のうち、上 2 欄が区長申立てケース。上欄が認知症・高齢者、中欄が障害者の

ケース。障害者については平成 16 年から取り組みを始めた。いちばん下欄が代理申立てケースで

す。 

品川成年後見センターでは、年間 70～80 件の区長申立ての検討を行っている。社会福祉協議会

以外にも、ケース内容に応じて最適な後見人材の振り分けを、運営委員会の審議を経て行っていま

す。 

その結果、現在、法定後見では品川区社会福祉協議会 218 件。市民後見人は、個人受任型の「社

会貢献型等」40 件と、品川市民後見人の会を略した「後見人の会」18 件。それからもうひとつの

NPO 法人「サポートセンター」が７件。リーガル、行政書士、介護 NPO などを含めた「他団体」が

71 件。こういった受任状況です。 

 「死亡」欄。これまで受任した件数のうち 68 人の方が亡くなり、葬儀を執行する人がいないケ

ースが珍しくなくなってきている。このような状況のなか 68 件中たしか 62 件について、私ども後

見人等が東京家庭裁判所との協議を経て葬儀を執行しています。 

 



  

- 17 - 
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後見人監督の実績は「２．後見監督人実績」欄の通り。 

任意後見契約に関する者を「３.任意後見コース実績」としてまとめた。お元気なうちの支援に

対しての「あんしんサービス」と、任意後見契約を締結して判断能力が低下した際に後見人として

品川成年後見センターが支援を行う。死亡後に関するいわば遺言にもかかわっていきます。 

こうした３点セットを結んで、これまで８件ほどの方（「任意後見契約発効」欄）が、支援対象

になっています。 

 

 相談件数等について「４.問合せ・相談件数実績」にまとめた。品川成年後見センターの活動が

拡大するにしたがい、新規相談件数が確実に伸びています。 

蛇足ですが、当然のことながら、品川成年後見センターでは申立書式一式を必備しています。 
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６ 平成 25年度品川成年後見センター資金収入支出予算書 

 

品川成年後見センターの平成 25 年度「資金収入支出予算書」です。簡単に説明すると、品川区

からの助成金が 1,800万になっている。そのうち人件費が 1,600 万を占めています。 

「負担金収入」をご覧ください。これがいわゆる後見報酬。品川成年後見センターがこれまで事

業拡大を図ってきたのは、後見報酬等のいわば自主財源を踏まえて拡大してきました。 
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７ 品川成年後見センターの独自助成 

新聞記事をご覧ください。ご存じのとおり社会福祉協議会には、寄付金、会費、行政からの助成

金・委託金、共同募金等の収入があります。 

住民の皆さんから寄付が寄せられるときには、「福祉のために使ってください」とか、あるいは

使途を指定して「成年後見センターの事業のために使ってください」といったことがある。あるい

は遺贈。公正証書遺言のなかに、「成年後見センターの事業、困った高齢者のために使ってくださ

い」といったことが書かれています。 

そのご遺志に添った形で、社会福祉協議会独自の報酬助成の仕組みをつくりました。 

成年後見制度利用支援事業では一定の財源措置を市町村が負います。かならずしも必要とされる手

当がなされていない。もう少し使われやすい報酬助成の仕組みが必要。私どもの報酬等助成は、申

立て費用や第三者後見人の報酬に加えて、一般的に成年後見制度利用支援事業の対象経費とはなっ

ていない「実費」相当分についての助成をしています。 

たとえば、本人にお会いするときに交通費も出せない資力のない人でも、年間 5 万円までをこの

助成金で出せる仕組みにしました。非常に雑駁ですが説明を終わります。 
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世田谷区成年後見センター（世田谷区社会福祉協議会 権利擁護支援課）   
(権利擁護支援課長 田邉 仁重) 

 

 

１ 世田谷区の紹介 
  

 

世田谷区は人口約 86 万。東京 23 区で人口のもっとも多い区です。 

品川区の後見ニーズ推計が約 9,000 人。世田谷区にはその倍以上の後見ニーズがあると認識して

いる。 

世田谷区社会福祉協議会では、平成 12 年の成年後見制度施行と同時に権利擁護事業を行ってき

た。その後、判断能力の低下された方が、日常生活自立支援事業ではどうしても救えないというこ

とになってきた。世田谷区と協議を行った。 

平成 16 年、世田谷区が実施計画として成年後見制度の推進を計画化した。平成 17 年 10 月、そ

の推進機関として成年後見支援センターを、世田谷区の事業として世田谷区社会福祉協議会内に設

置をすることになった。 
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２ 成年後見センターの事業 

 

成年後見センターで何をしているかというと、まずは法人の後見活動です。世田谷区社会福祉協

議会として、法人後見の受任は平成 13 年当初から行っている。 

本年度から 3 か年計画を策定して、法人後見を受任していく方向性を打ち出している。平成 25

年 6月末現在、累計 26 件の受任実績。 

後見監督人の受任に関して。東京都下の事情ですが、市民後見人が選任されると社会福祉協議会

が後見監督人として選任される。つまり市民後見人と同等数の監督業務を行うことになる。 

3か年計画では、今年度から任意後見契約もスタートし、すでに１件の契約実績がある。 

 

 

日常生活自立支援事業も行っています。 

平成 12年度から始めて、累計 197 件のご利用をいただいています。 
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各種相談も行っている。 

まず世田谷区社会福祉協議会職員による成年後見制度の相談がある。 

また、弁護士による法律相談を毎週１回、無料で行っている。 

成年後見制度申立手続き説明会では、区民にとって家庭裁判所への後見申立ての書類作成等が非

常に煩雑であるということから、ほぼマンツーマンで相談を受けて書類の書き方を指導する。この

説明会では、世田谷区で養成した区民成年後見人が非常に懇切丁寧に説明をしている。 

ケース支援相談は、世田谷区内の行政、地域包括支援センター、介護保険事業者等のから寄せら

れるケースに関して、成年後見制度が使えるかどうか、使えるとしたらどういった後見人が相応し

いかなどの相談を行い、最終的に申立てへとつなげていくもの。月２回とあるが、必要に応じて随

時行っている。 

 

 

「区民成年後見人の養成と活動支援」については、後ほど説明します。 

「関係機関との連携」「成年後見制度の普及啓発」等に関しても、世田谷区成年後見センターの

仕事です。 
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３ 区民成年後見人の養成及び活動支援と監督 

 

 

市民後見人は社会貢献の一環とし、「一定の知識や技術・態度を身に付けた良質の第三者の後見

人」であるという定義をしています。 

社会福祉協議会が実施していますから、地域の支えあい活動の一環であるということ。地域の皆

さんと一緒に、地域のなかで困っている方を支えるという考え方で運営している。 

世田谷区の区民成年後見人の類型ですが、個人受任で社会福祉協議会が後見監督人に就任をする

パターンと、社会福祉協議会が法人後見を受任したものに関して、後見専門員として参加をしてい

ただくという 2 パターン。 

区民成年後見人養成の状況ですが、平成 18 年度以降全 6 回、毎年養成研修を実施し 79 名が修了

している。現在７期目 17名が研修受講中。 

男女比は男性 4 割・女性 6割。平均年齢 60 歳前後。経歴は元会社員、自営業、日常生活自立支

援事業の生活支援員等の経験者など。 
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区民成年後見人が受任するケースについてガイドラインを設けています。 

区長申立て案件であること、もしくは成年後見センターで相談をお受けした、本人または親族の

方を対象としている。 

本人に関しては、世田谷区民または世田谷区が措置権者であること。財産や親族関係でトラブル

がない方。初めて受任することが多いので、施設等に入所している方を想定している。ただ区民成

年後見人も、最近は 2～3件目の方もいますので、在宅にも乗り出してきている。財産に関しては、

管理する財産が多額ではない方。だいたい 1,000 万円以下と考えている。 

区民成年後見となる方ですが、成年後見センターでの活動として後見人受任以前に後見支援員と

して活動実績がある等。養成研修での実習・受講態度といったものもみる。また、区民成年後見人

ご自身の社会生活上の安定性があるということ。そこは面接等で伺っている。 

では区民成年後見人がどれだけ受任をしているか。平成 25 年 6 月末現在、平成 19 年度の初受任

から累計 71 件受任している。すべて区民成年後見人個人による受任。複数後見パターンで、2～3

件受任している方が 16 人いる。終了ケースは 23件。 
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「区民成年後見人の養成から後見人活動の流れ」に関して。まず養成を行い、それから成年後見

センター内で後見支援員としての活動をしていただく。その後、適切な案件があった場合、家庭裁

判所に後見人候補者として推薦を行い、後見人を受任する流れ。 

養成研修の前に説明会を開催している。説明会では、報酬は期待できない社会貢献活動であるこ

となどについて説明する。その後、書類審査と面接を経て、区民のために役に立ちたいという思い

がある方に受講していただく。 

コミュニケーション能力はもとより、いざ後見人に選任されれば添い遂げることになる。相当期

間の活動が可能であるといったことも重要。市民後見活動には事務仕事がある。気持ちだけではで

きない。そうしたこともやっていただけるかどうかも重要。 

養成研修は半年 13 日間・55 時間。成年後見センターに関わる専門職が一丸となり、講師として

区民成年後見人のバックアップをすることになっている。 
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養成研修修了後の支援活動ですが、専門職後見人の後見活動サポートを行う。また区民相談への

対応。それから研修、交流会への講師等もお願いしている。社会福祉協議会による法人後見の支援

活動もお願いしている。 

一定期間を経て、区長申立て案件で後見人候補者が必要で、私どもの窓口で区民成年後見人にぜ

ひ受任していただきたい事案がありましたら、東京家庭裁判所に申立てを行い選任していただく形

となる。 

実際の後見活動中は、社会福祉協議会が後見監督人として、就任 1 年目は 3か月ごとに財産目録・

収支状況報告書の提出をお願いしています。1 年後には面接を行い、家庭裁判所への報告。2 年目

から、とくに問題がなければ半年ごとに財産目録、収支状況を報告していただき、常時、区民成年

後見人と成年後見センターが連絡がとれるようにしている。 
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４ 職員体制 

 

職員体制は課長 1 名、所長 1人。所長は弁護士で毎週半日来ていただいている。そのほか常勤職

員 6人、後見専門員 5 人、嘱託所員 2 人。スタッフが多いようですが、日常生活自立支援事業もセ

ンターで行っているので、実際には後見専門員が主としてこの仕事にかかわっている。 

 

５ センターの組織 

 

センターの組織として運営委員会がある。ここでセンターの運営方針を検討する。弁護士、司法

書士、社会福祉士、医師、民生委員、行政等が参画し検討を行っている。 

事例検討委員会は、区長申立て案件とか成年後見センターで受けた案件について、成年後見制度

の方針とか、後見候補者の検討のマッチング等を行っている。本年 7 月から、開催回数を月 2 回と

し、スピーディーな後見事務がはかれるよう整えたところ。 

運営委員会の小委員会があります。小委員会では、区民成年後見人が候補者としてどういった方

が適任かを決定して、区長申立ての場合、世田谷区に推薦を上げる形にしています。 

それらの合議体が成年後見センター内にあり、いずれも世田谷区が関与している。区民成年後見

人の育成から選任まで、行政が責任をもってかかわるスタイルになっている。 
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６ 費用 

 

 全体で 4,000 万余。その内訳は、人件費 2,900 万余、事業費 1,100 万。事業費は区民後見人養成

研修の講師謝礼など。 

養成研修の募集案内、実施要綱（掲載略）も参照。世田谷区では、成年後見制度を必要とする区

民のために、その方に合った適切な成年後見人が選任されるように、行政、社会福祉協議会、成年

後見センターが協力して、区民後見の仕組みを運営している。 

 

７ まとめ 

 

 やはり大事なのは、成年後見制度を必要とするケースの発見をどうしていくのか。 

行政や地域包括支援センターなど区内関係機関と連携を図りながら、成年後見センターで行って

いる法律相談やケース支援会議などで随時把握をはかり、申立てへとつなげる。 

次は成年後見人候補者の育成。たしかに区民成年後見人の登場で、資力がない人でも成年後見人

は選任しやすくなった実情はある。大変喜ばしいことだが、報酬が負担できない場合は市民後見人

が受任すべきではないとも考えている。 

その方の課題に合った、適切な成年後見人候補者は誰かを検討し、適切な成年後見人を選任する

仕組みの方が重要。そのために、こうした推進機関への専門職の関与が非常に重要だと考える。 

専門職の関与とは、具体的には適切なアドバイスをしてくれるということ。専門性がなければ受

けられない案件については、ワンストップで受けていただけるということ。そうした後見人候補者

についての関与も非常に大事。 

成年後見人が身上監護を行ううえで、福祉制度や地域支援を活用して成年後見人の支援体制を構

築することが非常に重要。今のところ世田谷では区長申立て事案が非常に多く、区民成年後見人に

バトンタッチする時点で、支援体制がかなり整った形で引き継がれている。行政や福祉サービスの

窓口が、その後の区民成年後見人のよいアドバイザーとなっている。被後見人に対してよりよい支

援が行えるためには、支援体制が非常に大切になる。 

 最後に、最近、区民成年後見人がこれから後見人になろうとする方に養成研修でお話されたこと。

「区民成年後見の活動はやりがい以外のものはない。責任は非常に重い。最初は不安と思った。だ

が支援体制が整っているので、いろいろ相談すると適切な回答も返ってくる。被後見人をとりまく

関係者ネットワークの一員として、こつこつ課題を解決していけば、本当にその方にとっての最善

の方法が見出せる。被後見人の方の安心安全な生活につながる。そこに関われることこそが自分の
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生きがいである。これこそやりがいだ」。 

成年後見センターでは、区民がやりがいを感じられる環境を整えて、区民成年後見人として活動

できる力を引き出すことが非常に重要と考えている。 

ケースの発見から育成・支援、それから相談・監督。こうした一連の流れがあること、そこに行

政や成年後見センターのような公的関与の機関がきちんと関わっていくことが肝要である。 
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大阪後見支援センター あいあいねっと（大阪府社会福祉協議会）  
(所長 山上 時津子) 

  

１ 大阪後見支援センターの概要 

設立経緯ですが、大阪府内の判断能力の不

十分な方がかなり経済的被害や虐待にあわれ

ているといった認識があり、大阪府社会福祉

審議会で実態調査を実施し、平成 9 年 10月に

大阪後見支援センターを設置した。 

そのなかで権利擁護事業をやる位置づけ。

具体的には電話相談、それから日常生活自立

支援事業の前身となる経済生活支援サービス

支援事業という、地域福祉権利擁護事業のモ

デルともなった事業をやり始めたところだっ

た。 

相談事業も地域にさまざまな機関ができている。現在はそうした地域の相談支援機関を支援する

位置づけ。電話だけでは難しい案件は、専門相談という形で１時間半ほど時間をとって、週 1 回・

月 4～5回、2 コマずつ相談を受けている。弁護士と社会福祉士からアドバイスをしていただく。ま

た、月１回は市町村をまわる形で相談事業を行っている。 

それに加えて、日常生活自立支援事業は大阪府下 41 市町村に委託して実施。約 2,000 人の利用

者がいる。 

 

 

２ 大阪府の自治体と府・政令市社協 

2年間の検討を経て、平成 23 年度から大阪

府域で市民後見推進事業を行っていくことと

なった。周知の通り、平成 18 年度から大阪市

が独自に取り組んできていた経緯がある。大

阪市という先進事例からはいろいろと教えて

いただいている。 

大阪府は 31 市 9 町 1 村。そのうち中核市が

3市。大阪府として行う場合、この 41 市町村

をいっしょにやっていかないといけない。市

単独事業とは異なる事情がある。そこは今日

まで手探りでやってきている。 

大阪府社会福祉協議会大阪後見支援センターが、現在 13 市町から受託して、市民後見推進事業

を実施している。大阪府域は人口約 536 万人。 

大阪市の人口は、24 区で約 266 万人。大阪市社会福祉協議会の大阪市成年後見支援センターに委

託して実施している。 

堺市の人口は、７区で約 85 万人。堺市社会福祉協議会に、今年度、堺市権利擁護サポートセン

ターが立ち上がり、そこで市民後見推進事業に取り組んでいる。 

大阪府域全体の高齢人口は 196 万 3,000 人・高齢化率 22.1％。近年、急激に高齢化が進行してい

る。  
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３ 大阪府 市民後見人養成と活動支援の背景 
 

 大阪市、堺市、大阪府とも、共通

の理念とカリキュラムで市民後見人

養成を進めている。市民後見に関し

て、大阪府では 2 年間の検討行い、

平成 23年 3月にとりまとめを行った。 

簡単に紹介すると、大阪府の高齢

化が急激に進み、障害者の地域生活

を考えていけば、今後、成年後見制

度のニーズがいっそう高まることは

明らかである。 

親族後見人の割合が低下していく

ことも予測される。 

専門職後見人は、専門分野での専

門性が発揮されたとしても、日常的な見守りのための密度の濃い訪問を行うことは難しい。 

都市部に特徴的かもしれないが、親族が近くにいない。もしくは疎遠になっている。資力に乏し

く、判断能力が不十分な方が、成年後見制度を利用しにくい状況がある。 

日常生活自立支援事業の利用者は年々増加し、成年後見制度を利用すべき方が、親族がいないこ

とや低所得のために利用できなくなっている。 

日常生活自立支援事業も使いたい。使わなければいけないけれど、待機が発生してすぐには使え

ない自治体が 14市町村存在している。 

そのような事情で、成年後見制度移行の受皿にもなりうる市民後見推進事業に取り組む必要があ

るという結論に至っている。 

 

 

４ 市民後見人とは ～大阪府域での統一定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府域では、市民後見人について統一定義を使っている。 

大阪市立大学大学院の岩間教授の定義。 

「市民後見人とは、家庭裁判所から成年後見人等として選任された一般市民のことであり、専門

組織による養成と活動支援を受けながら、市民としての特性を生かした後見活動を地域における第

三者後見人の立場で展開する権利擁護の担い手のことである」。 
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５ 市民後見人の活動特性 

活動特性について、同じく岩間教授の

言葉。 

市民と行政との協働により市民後見活

動が成り立つこと。ここに専門職が入る。

専門職とのコラボレーションも考えてい

る。専門性のある継続的なサポートに、

行政が深く関わっていくことで、家庭裁

判所からの信任を得ている。 

市民としての特性を尊重した活動であ

るということ。専門職にはない、市民感

覚や市民目線を大事にした地域住民の権

利擁護活動。地域の支え合い活動として

身近にやっていただくため、おおむね 30分以内で訪問できる距離を活動の場として考えている。 

受任調整会議等では地図を持ち込んで、市民後見人候補の方の位置関係もみながらマッチングし

ている。 

きめ細やかな活動が市民後見人には可能となること。週１回程度の見守りをお願いしている。変

化を察知してもらえるので、さまざまなサービス内容のチェックもできる。異変に早く気づくとい

うことも可能。また、同じ地域住民による支え合い活動の一環と考えている。 

 

 

６ 行政関与（主導）の重要性 

行政の関与。行政が主導することは非

常に重要と考えている。弁護士の井上先

生がまとめている。 

市民後見人にとって支援機関の存在は

不可欠。養成からバックアップまで一貫

して担える機関であるべき。個別事案に

おける現実の選任のために家庭裁判所も

安心して情報提供できるためには、やは

り公的機関が担うべき。このように考え

ている。 

市民後見推進事業では、市町村がこれ

に取り組み、都道府県も支援することが

予定されている。そうであれば、支援機関の財政基盤を確立させることは国、都道府県、市町村の

責務であると考えている。それぞれの役割分担が非常に重要。 
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７ 大阪府 市民後見人養成と活動支援 実施市町村 

 平成 21・22 年度に検討会を設置して、

さまざまな側面から検討を行った。養

成カリキュラム等も、大阪市のカリキ

ュラムをもとに検討した。 

平成 23 年度スタート時に老健局の

予算がつけられた。平成 23 年度は岸和

田市１市。大阪府のバックアップで行

った。平成 24 年度は 7 市 2 町に増加。

今年度は 11 市 2町が参加している。 

大阪市と堺市と大阪府、41 市町村を

かかえる大阪府は、三者合同で、同一

理念で、統一基準でやっていこうとい

うこと。合同事務局会議を開催して、

三者でさまざまな課題を話しあう。たとえば市民後見人が引っ越した時にどうするかとか、被後見

人の住所が変わった場合、施設入所したらどうするかとか。課題を検討して、企画委員会にも諮り

ながら三者で合同事務局会議で検討しながら進めていく。同一の「活動の基準（マニュアル）」を

運用している。 

目標としては、大阪府域内の全市町村に展開するということ。 

 

８ 全体のながれ 

 まず①が市民後見推進事業委

託となっている。大阪府及び市

民後見推進事業の実施市町村は、

大阪府社会福祉協議会に委託し

ていただく。あわせて地元の市

町村社会福祉協議会に委託する

場合もある。ただメーンの事業

の養成研修及び支援等に関して

は、大阪府社会福祉協議会（大

阪後見支援センター）に委託し

ていただく。 

市民後見人養成後は、大阪家

庭裁判所の本庁と、堺支部、岸

和田支部とやりとりをして、市

民後見人の推薦依頼を受ける。推薦依頼を受けたら、バンク登録者のなかから受任調整会議で調整

し、家庭裁判所に推薦をあげる。家庭裁判所から選任されたら、市民後見人が誕生。被後見人等に

市民後見活動を始める。 

家庭裁判所とは、連絡会とか情報共有の打ち合わせ会等々を実施している。大阪市がすでに始め

ていたので、「大阪府でも同様の仕組みで、専門職とも協力しながら進めていく」という話をした。

3機関とも協力的な形で取り組みを進めている。 

大阪市は事業を開始して５年を経過し、そうではない事例も出てきているが、岸和田支部、堺支

部はこれから。まず最初は首長申立て案件を中心に、親族申立てからも適切な事案があればお願い

することになっている。事前情報が多いため安心という側面があり、そこから始めようということ

になっている。 
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９ 事務局の役割分担 

 

一番左側に大阪府、中央に大阪府社会福祉協議会（大阪後見支援センター）、その右欄に実施市

町、その右欄に市町村から受託した地元社協とある。 

主な事務は大阪府社会福祉協議会が行う。講習会場から、養成研修の企画会議で決まったプログ

ラムを実施するための準備等々は、すべて大阪府社会福祉協議会が行う。 

市町村独自の行政施策等もあるので、そうしたものはプログラムのなかで、市町村独自にやって

いただく日を設けている。 

実務研修の施設実習については、大阪府社会福祉協議会が施設経営者部会にお願いに行き、今後、

市町村から施設実習のお願いがいく旨の説明・協力依頼をしたうえで、市町村から各法人に施設実

習のお願いをしていく。受講者の方には、希望するところ、あるいは第 1 希望、第２希望、第３希

望という形で入っていただく。施設実習は、市町村が主体となってやっている。 

府社協と市町村から受託した市町社会福祉協議会とは共に進めていく。とりわけ支援の段階に入

ると、かなり日常的な支援は市独自でやるところは市がやるが、日常的な支援を受託しているとこ

ろは市町村社会福祉協議会が、きめ細かく相談にのっている状況。 

 専門相談に関しては大阪府社会福祉協議会が企画・実施。市町村や市町村社会福祉協議会に協力

してもらいながらやっている。 

事業を進めていくなかで、この方がどういう方であるかとか、市民後見人として活動していただ

くのに相応しいかどうかということの見極めもする。そのため、市町村職員や市町村社会福祉協議

会の職員も、オリエンテーションから基礎講習・実務講習に可能な限り参加していただく。とくに

グループディスカッションにはかならず入っていただく。 

面接等の選考もある。そのときにはかならずどういう方なのかをある程度把握して、面接に臨ん

でいただくことになっている。 
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１０ 複数市町村からの受託 イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 
 

Ａ市、Ｂ市、Ｃ町とあれば、大

阪府府社会福祉協議会にのみ委託

しているところもあれば、地元の

社会福祉協議会にも事業の一部を

委託しているところもあるという

こと。 

 

１１ 複数市町村合同実施 利点と課題 

利点として、被後見

人からみれば、どこに

住んでいても同様な

支援を受けることが

可能になる。施設入所

や転居があっても、他

の市町村へ移った場

合でも、同質の支援を

受けることができる。 

市民後見人からす

れば、他市町村へ転居

した場合も、転居先で

再受講せずとも、当該

自治体の市民後見人

として登録・受任でき

る体制があることに

なる。養成講座やバン

ク登録者研修を通じて、大阪府内に仲間ができ、スキルアップを図っていくことができる。 

市町村あるいは市町村社会福祉協議会等が、府社協が企画する専門相談職と連携して重層化した

活動支援を行うので、その支援を受け続けることができる。 

事業運営のメリットも大きい。考え方を統一しているので、家庭裁判所の理解や信頼を得やすい

側面もある。専門職等が支援者の支援内容の統一を図りやすい。支援者がばらばらな支援すると、

市民後見人も非常に混乱する。そういうことがないようにやっているということ。 

自治体規模を問わず、市民後見人養成と活動支援を実施することができる。市町村の費用負担が

軽減される。マニュアル等も全部同じものを使用するので省力化が図られる。質の高い養成・支援

を共通手順書、マニュアルで展開することができる。そのため支援内容のばらつきを少なくできる。 

社会福祉協議会は日常生活自立支援事業を行ってきた経緯がある。そのノウハウが有効活用でき

る。専門職と連携しやすい。どの市町村社会福祉協議会も、大阪府社会福祉協議会から委託を受け
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ている。政令市の社会福祉協議会も実施している。日常生活自立支援事業については権利擁護事業

としての基盤がある。そうした経緯から非常にやりやすい側面がある。 

その一方で課題。他府県と比較して、大阪府域は狭いという特徴がある。しかし、一方の端の町

から養成研修に出てくるとなると、会場まで遠い方もいる。他府県からみれば「近いじゃないか」

と言われそうだが、片道１時間半・旅費 1,100円を自己負担して来てくれる人もいる。 

事業運営の面からいうと受任に向けた体制整備。市町村長の申立てや親族申立てを盛んにやって

いただくことが必要。バンク登録者のモチベーションの維持も課題。最終的な課題としては、府内

41 市町村の取り組みを促す啓発がとても大事。国の今後の予算のあり方が大きく影響してくる。 

 

１２ 各市町村の委託金産出方法 

まず事業費、事務費、人件費の総必要

額を算出する。 

そして、人件費も含む総必要額×２分

の１、そこに×（当該市町村の単身高齢

者世帯数／事業実施市町村の単身高齢者

世帯数合計）、そこにプラス必要額×２

分の１×（当該市町村の中学校数／事業

実施市町村の中学校数合計）。いささか

乱暴かとは思うがこういう形で計算して

いる。 

それに加えて、１年目は研修が主にな

るので若干安く、２年目以降は支援が入

るので少し高めにという形にしている。 

平成 25 年度予算総額。他と比較して低いですが 1,179 万円。もっとも金額が少ないところは、

人口 9,273 人の町で 128,506円。この町は 2 年目ですが、1 年目は 6 万円。非常に少ない。 

最多額の市が、人口 50 万の中核市で 211 万円。多くてもこのぐらい。ここは 1 年目。 

2 年目でもっとも多いところでも 204 万 9,401 円。スケールメリットもあるが、かなり予算を抑

えるよう無理をしている面もある。単純に実施市町で割ったら平均 91 万。 

 

１３ 委員並びに専門相談担当者の構成 

専門委員会、受任調整委員会、兼企画会議

がある。それと専門相談。 

選考委員4名と企画委員 4名は同メンバー。

ずっとかかわっていただいている。 

大阪府内を 5 ブロックに分け、各市から１

名ずつ出ていただくと 1 ブロック 3 名。5 ブ

ロックでは 15 名が専門相談にあたる。受任調

整会議には、受任調整会議委員と専門相談に

あたる専門職に入っていただき、情報を共有

したうえで専門相談を行っていただく。専門

相談はかなりきめ細かい。市民後見人の負担

にならないよう、専門職の方が市民後見人の

地元に行っていただく。 
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１４ 事業各段階の実施回数 

 今年度に入りオリエンテーションは 6 回

行った。各ブロックで行うが、平日に行っ

た市と、土日でやった市がある。結局どこ

でも受けられない方のために最後に土曜日

に大阪市内で実施している。 

それから基礎研修４日間、実務研修９日

間、プラス４日間の施設実習がある。 

受任調整会議は毎月１回開催。各家庭裁

判所には、「できるだけ受任調整に間に合

うように推薦依頼を出してください」とお

願いしている。 

専門相談は定期的に実施するものと、必

要時に随時実施するものとがある。 

受任調整の主なポイントとして、高額財産を有しない、法的紛争性がない、親族の関わりが少な

い等。クレーマーの親族などがいない方を中心に市民後見の受任案件としている。とはいえ、途中

で思わぬ遺産が出てきて、遺産相続の問題が起ききたりもする。そういう場合、必要に応じて専門

職にその部分だけを受任してもらう。同時並行して市民後見人の活動は続く。 

市民後見人候補者となる方は、後見活動が可能な状況にあるか、また週１回程度の訪問ができる

か等を勘案して受任調整する。なかには職業をお持ちの方もいる。被後見人との間に利害関係が起

こり得ないかも 1 つの要件。 

個別事情に応じて確認したうえで、市民後見人候補者を決定したら、当該市町及び当該市町村社

協、あるいは大阪後見支援センターが同席して、ご本人が了解となれば、家庭裁判所に推薦を行う。 

その後、家庭裁判所による面接が行われることになる。 

 

１５ 専門相談の体制 

 

 

 

 

専門相談の体制。三士会に協力してもら

っている。５週目があるときは三士会で交

代する。 

どの週は誰が専門相談に出るかが決まっ

ている。三士会のなかでどうしても都合が

悪い場合、弁護士会は弁護士会同士で交代

するようにしていただいている。 
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１６ 日常生活自立支援事業から成年後見への移行 
 

日常生活自立支援事業は任意の契約。任意で契約

が成り立たない意思能力が不十分な状態になれば、

市民後見への移行も検討する。市民後見人による支

援が可能な方については市民後見人に、成年後見制

度自体を使わなければ困難な場合は、その方向に専

門員の役割として進める。 

また、施設入所が必要な場合、日常生活自立支援

事業では契約の代理ができないため、成年後見制度

が必要となる。 

日常生活自立支援事業では、福祉サービスの利用

料とか家賃の支払い等を行う。たとえば、公共料金

を滞納していたり、借金があったり、虐待の被害に遭っていたり、経済的搾取があったようなケー

スでも、日常生活自立支援事業の専門員と生活支援員が支援して、徐々に生活が安定して暮らして

いる。落ち着いて生活しておられる方が増えてきている。 

その場合、必要に応じて市民後見人の支援対象に移行することも可能。市町村と相談しながら首

長申立て等を行い、裁判所の判断のもと市民後見人の事案となってくる。 

 

１７ 事務手順書の作成 

大阪府では、大阪市を参考に、市

民後見活動の基準マニュアルを作成

している。 

それに加えて、大阪府社会福祉協

議会で市民後見推進事業事務手順書

を作成した。市町村職員や専門職が

手順書を読めば同じ進め方ができる。

手順書を使用して研修し事業準備を

進めている。 

大阪府では首長申立ての手引きも

作成している。大阪府の高齢部局、

地域福祉部局、障害部局など、それ

ぞれの担当者とともに、毎年、市町

村関係者を招いて首長申立て推進の

ための研修会を実施している。 

今年度は、３社協（大阪市、堺市、大阪府）で合同セミナーの開催も予定している。 

市民後見人の方は最初は不安を持たれることが多い。市民後見活動への支援がしっかりしている

こと、家庭裁判所との調整もしていること、そういったことがあって初めて安心される。実際に市

民後見活動が始まったら、市民後見人の方からそう言っていただいている。 

登録者研修や受任者の懇談会等も行う。スキルアップが図っていける。市民後見人からは、「非

常にやりがいある」と言っていただいている。大阪の特徴として、後見報酬の申立てをしないとい

うことになっているが、「だから受けにきたんや」とも言っていただいている。 

 

  

 

 

 

 



  

- 41 - 

 

公益社団法人 あい権利擁護支援ネット 
(理事長 池田 惠利子／理事 川端 伸子) 

 

生活保護が経済的なセーフティネットだとすれば、成年後見制度は人間としての尊厳を守るため

のセーフティネットです。私も判断力が低下すれば成年後見制度に頼ることになります。「明日は

我が身」と思い、この制度にかかわらせていただいています。 

 

「自分らしい生活を続けるために！」 

 

「自分らしい生活を続けるために！」と題した表裏Ａ４版のペーパーをご覧ください。市民向け

に後見の話をするとき等に用いています。 

もちろん金銭管理は大事ですが、地域のなかで福祉関係者も支援しにくいといった側面がありま

す。とくに居住の問題（３．家の維持管理、住み替え等の居住関係）では、家の修繕、暖冷房や火

の始末の問題などは適切な支援がしにくい。 

それから医療の問題（10．治療と入院）。地域で生活したくてもできないという現実。そのなか

で諦めず、本人に意思をきちんと支えるということ。 

成年後見制度の周知活動も行っています。 

 介護保険も生活保護も申請主義です。私自身、地域包括支援センターの権利擁護業務の創設に関

わらせていただきました。成年後見制度の申立て等が、地域包括支援センターでも行えるように関

わった心算だが、十分にその機能が果たされていません。本来制度が必要な方に対して制度が届い

ていない。制度を使えていない現実があると思っています。 
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「高齢者の生活支援ニーズ」 

地域包括ケアの推進を心から望み応

援していますが、どのパンフレット等

をみても、実際には単身高齢者世帯や

高齢者のみ世帯が増加しています。認

知症者 462 万人ともいわれるなかで、

法治国家である日本で、後見とのリン

クなしに、誰がその医療・介護・生活

支援等に関する契約をし、支払いを行

うのか。真正面から考えていかなくて

はならないと地域での福祉実践を通じ

てつくづくそう思っています。このよ

うな問題は、本人から直接行政に訴え

られることはありません。 

あい権利擁護支援ネットは、地域で

生活する本人の生命・安全・生活・尊

厳が守られること、本人の声なき声と

きちんとかかわっていきたいと考えて

います。 

「高齢者の生活支援ニーズ」「高齢者

の権利擁護に関する課題」とも、出典

は厚生労働省資料です。高齢者の生活

支援ニーズとしてもっとも困難を感じ

ているのが、居住関係に関する問題、

ついで金銭管理の問題です。 

 

 

 

「あい権利擁護支援ネットの事業・活動と問題意識」 

虐待等の権利擁護の最前線にいる私どもとしては、あい権利擁護支援ネットをつくらざるを得な

かったという事情がございます。 

あい権利擁護支援ネットは、自治体や地域包括支援センター、後見組織の職員等として地域の切

実な問題にかかわる、権利擁護に意識をもったソーシャルワーカー24 人の集まりです。後見に関す

る個人受任の総件数は 200 件を超えております。 

法人活動にはできるだけお金をかけず、補助金ももらわない方針でやっています。事務局職員以

外は非雇用で職務委託型の形です。各社員がどこからニーズを拾ってくるかというと、たとえば首

長申立ての後見受任組織に断られてしまったとか、虐待対応センターのセンター長をしているけれ

どもどこも引き受け手がなかったなど、さまざまです。 

こうした問題を検討し、後見案件も、個人受任だけでなく法人としても受けられるように設立し

たのがあい権利擁護支援ネットです。 

なぜ後見支援組織でもある、あい権利擁護支援ネットを設立したのかというと、今申し上げたよう

に、最後の最後のセーフティネットだと思われている首長申立て案件であっても、実際にはその受

皿がないという地域の実情があります。受皿がないがゆえに申立てができないという悪循環があり

ます。そうしたことができるだけなくなるよう、私たちでも受皿を用意したという次第です。 
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日本以外の国々では、本人申立てでなければ職権申立てが基本です。自分にとって必要な制度で

あっても、自ら手を挙げて「後見が必要です」と言えない方々がいます。 

地域において後見を必要とする方が置き去りにされている状況、首長申立てをしても受皿がない

という理由で地域に滞留することがないようにしていきたいというのが、私どもの強い思いです。 

 

使命①市町村長申立ての重要性を認識し、受皿として法人化 

参考までに「機能分担例」の表を掲げました。私は、約 15 か国の後見と地域福祉との関係を見

てきています。後見人会議等に出席させていただくと、各国の自治体のソーシャルワーカーがたく

さん出席しています。市民後見人の活躍もたくさん見てきており、たいへん心強く思っています。 

市民後見人の場合、本人の資力を問うものではありません。財産管理や身上監護に関しては、手

間はかかるけれども、基本的にはシンプルで困難性の低いものを扱うという、専門職後見人等との

機能分担を例示しています。 

私が知る市民後見人は、「血はつながっていないけれども、おじさんやおばさんができたように

思う」と言って働いていました。 

こうした市民による後見活動が十全に機能分担されるためには、最後の砦としてのパブリックガ

ーディアン（公後見人）や日本の場合だと法人後見など、課題が重複して困難性が高く他に引き受

け手がない事案を、きちんと受けられる機関がなければなりません。 

そうしないと、市民後見で受けられる困難性の低い簡易な案件だけが増え、結果としてもっとも

後見制度を必要とする方を受ける機能が十分に整わないままという事態になってしまうのではな

いかと思います。 

 私自身も、世田谷区をはじめさまざまな自治体と関わってきました。後見人をしていると、身の

危険を感じるようなことも結構あります。そうした危険性・困難性の整理をされた後であれば、市
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民後見人にバトンタッチすることも考えられると思います。 

市民後見のバックアップ組織（後見実施機関）が何をするのか、この研究会でもご検討いただい

ていると思います。あい権利擁護支援ネットが果たしている「役割・機能」を、表の下に①から⑦

まで掲げました。便宜上７つに分けましたが、これらは本来分けてはいけないのではないかと思い

ます。市民後見人の養成をするのであれば、いわゆる困難事例についても、きちんとバックアップ

ができる組織でなくてはなりません。 

そして、⑦に示した「困難事例の最終的後見引受（公後見人又は法人後見）」と示した部分が、

私どもあい権利擁護支援ネットの使命のひとつではないかと考えています。 

 

使命②虐待等困難案件等を受任し、後見人として個人の権利擁護の役割を確実に果たすことを通じ、身

上監護。後見実務についての専門性向上に資したい 
 

とくに身上監護に関して専門性が必要な部分は、市民後見人が安心して動けるように、バックア

ップ機能を考えていかなければいけないと考えています。 

 

身上監護とは？ 

後見人が行う事実行為に関しては、やはり制度の隙間がある。身元引受人になることを迫られる

場合もありますし、医療同意の問題もあります。死後事務もそうです。いろいろなことが後見人に

押しつけられているのではないかと、私自身も感じています。 

「身上監護とは？」という箇所をご覧ください。後見人としてノーと言えること。苦情申立て権

等も、あるだけでは役に立ちません。 

 

「在宅医療における患者紹介等の不適切な事例」 

 

 支援するキーパーソンを持てない高齢者や障害者が大変ふえております。 

サービス付き高齢者専用住宅とか有料老人ホーム等もそうですが、身元保証人等も持てない方々
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について、医療や保証人の問題など、何か問題があるときに、何でもやりますという契約をして、

丸抱えされる現実も出てきています。 

資料右下の「参考」に、悪質な看取りビジネスの新聞記事が出ています。この事例を発見したの

は、私どもの仲間の法人後見の後見人です。後見人が就いて、初めてその実態に気づいたのです。

言葉は悪いですが、好きなだけサービスを使わされている状態です。限られた医者にしかかかれな

いようにされていました。 

（以上、池田氏） 

 

「高齢者虐待対応のなかで分かっていること」 
 

１．後見人がつかなければどうにもならないケースがある。後見人だけでもどうにもならないケースがある。 
 

川端と申します。宜しくお願いします。私からは高齢者虐待対応から、市民後見人に関係するこ

とで少し考えたことをお話します。「高齢者虐待対応の中で分かっている事」というペーパーをご

覧ください。 

 まず養護者、いわゆる同居や近隣家族による高齢者の虐待について。養護者による虐待のなかに

は、支援を受けるだけでは虐待を解消できないケースがあります。養護者には「高齢者の介護にか

かわりたい」という非常に強い意思があるのですが、適切な介護をすることができない。おそらく

養護者ご自身にも何らかの障害か疾患がある。けれども、無理やり障害や疾患に結びつけることも

難しい。そのような方に対して、虐待の解消を難しいと感じている市町村が非常に多い。 

結局は老人福祉法の措置によって施設入所の形で保護を行う。養護者に面会制限をかけ、措置を

解除していくために、成年後見制度の活用を考えていく形で、虐待対応を行っている市町村が、都

内には多くあります。 

とくに医療機関への入院の場合。行政から支払いをすることができないため、後見人によって医

療費を支払ってもらわなければなりません。この申立ては本当に急務であり必須です。後見人の選

任後、養護者との面会制限の解除を試みて、虐待対応を終結していくことになります。 

 後見人が就かなければどうにも虐待対応ができないケースがあります。逆に後見人だけがついた

からといって虐待対応はできません。行政が面会制限の解除などにしっかりと関わっていく必要が

あります。そうして初めて高齢者の権利擁護が適切になされる実態がございます。 

 

２．全国的にみると、高齢者虐待対応において成年後見制度が適切に利用されているとは考え難い 
 

全国的数字を挙げていくと、高齢者虐待対応において成年後見制度が適切に利用されているとは

考えがたい状態です。 

平成 23年度の調査結果では被虐待高齢者数 17,103 人。このうち認知症自立度Ⅱ以上の高齢者は

8,206 人です。入院を除く施設利用をして分離を図ったケースは計 3,889 事例です。 

しかし、成年後見制度を活用したものは 726 件と、被虐待認知症高齢者数のうち 0.1％に満たな

い状態です。この 726件のうちの 48.1％・349件が市町村長申立てという形で行われています。行

政において、成年後見制度の活用がなかなか進んでいない現状があることがうかがわれます。 

 

３．適切に利用されていないことの理由に、受皿がないことがある 
 

とくに入院が必要な高齢者がいる場合、とりわけ早くこの財産管理をしてもらわないと、病院は

受けてくれません。さきほど申し上げたように医療費が支払えないという問題があるからです。 

また仮に申立てをしても受け手がいないという問題があります。 

施設に財産管理を任せ切りにしたり、さきほど池田が課題として取り上げた「身元保証人をやり

ます」という形の悪質 NPO 法人と結びついてしまったり、という市町村も出てきています。 

東京の施設で、「お金を預かります」という未届け有料老人ホームで虐待をしているところの実
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態は悲惨なものがあります。 

年間 20 人高齢者が死んでいたり、不審な形で土地が贈与されていたり、ということが発覚して

きています。施設や NPO に財産管理を任せていくことは適切ではないと考えている市町村も多く出

てきています。受皿の拡充は非常に急務です。 

こうしたなかで、専門職後見人が落ち着いたケースを市民後見人にリレーすることによって、受

皿を拡充していきたいと考えているところは、非常に多くあります。 

 

４．地域包括支援センターによる本人申立は、市民後見人お任せの状態を作ってしまう市町村が出ることが予想される  
 

家事事件手続法第 118条により、後見類型の診断書がある方でも、本人申立てが可能ということ

が示されました。 

こうなってくると、市町村長申立てをすれば、なぜ市町村長がやったのかが問われます。 

本人申立ての支援で市民後見人につないでしまうという形でいけば、なぜ市町村が申立てをした

のかを家族と向き合って説明せず、うやむやのうちに市民後見人に任せていくことができると安直

に考えてしまう市町村が出てくることは、容易に予想されます。 

専門職後見人を推薦してしまうと「なぜ行政がしっかりと虐待対応をしないのか」と問われてし

まいます。しかし自分たちが養成した市民後見人であれば、「そこまでうるさくは言われないだろ

う」と、市民後見人に何もかも丸投げする市町村長も出てくると思われます。 

市民後見人にすべてを押しつけることにならないよう、市町村以外によって行われる公的システ

ム、サポートが必要です。 

これと別に虐待ケースや人権侵害が著しいケースで、市町村権限により人権が介入的に守られる

権利擁護、このふたつがそろってこそ市民後見人の活用は進んでいくと思われます。 

あい権利擁護支援ネットでは、研修等によって、これらのことを市町村に伝えています。 
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特定非営利活動法人 よこはま成年後見つばさ 
(理事長 須田 幸隆) 

 

 

 
 

 

 

特定非営利活動法人よこはま成年後見つばさの概要 

特定非営利活動法人よこはま成年後見つばさ理事長の須田幸隆です。法人後見をやっています。

横浜市職員として生活保護行政に 30 数年携わってきました。元福祉事務所長です。 

私に与えられたテーマは「市職員 OB 等による成年後見支援」です。 

法人メンバーは数十年来の実務経験があるソーシャルワーカー集団です。横浜で NPO 法人による

法人後見は私たちが初めてです。初めてですが、まだ始まったばかりです。ＮＰＯが認証されたの

は 2011 年 10月です。翌年２月に第１号を受任しました。 

ここで横浜家庭裁判所から１年間待ったがかかります。これは横浜家裁の方針のようです。そし

て、１年が過ぎたこの４月から、いま堰を切ったように続々と受任が続いています。 

 

事業の内容 
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まず事業内容について、パンフレットをご覧ください。私たちは、主として法人後見をしている

わけですが、もちろん申立支援とか制度の普及・啓発とかいうこともしています。講談師の神田織

音さんの成年後見講談の台本を書くといったこともしております。 

パンフレットの最後に少し書いておきましたけれども、最近、「後見的支援」「あんしんノート

の普及」「法テラスへの協力」といった、成年後見制度を含む権利擁護についての取組へ期待が寄

せられています。 

担当者の養成やバックアップについては、自

分たちで 10 日間の担当者養成のカリキュラム

を組んで実施しています。30～40 年のソーシャ

ルワーカー経験がある人たちばかりですので、

後見業務の実務に即した研修になります。 

担当者にはかならずスーパーバイザーをつけ

ることにしています。これが特徴だと思います。 

毎月業務検討会を開いています。複数の目で

財産管理・身上監護を行っていると、そういう

ことになります。 

市民や事業者はもとより、行政のケースワー

カーの相談にものっております。毎日、小さな

福祉事務所を開いているような感じであります。 

後見業務の評価システムを独自に開発してい

ます。横浜家庭裁判所にも提出しています。後

見業務の質の向上に役立てるつもりでいます。 

私個人は社会福祉協議会の理事もしておりま

す。横浜市がいま養成している市民後見人をバ

ックアップする用意もあります。 

横浜市内外の、法人後見を目指す団体の視察

も続いております。 

利用者がさまざまな主体を選択できるように、

新たな主体をつくり出すのも私どもの役目かな

と思っております。 
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人員体制 

人員体制について。 

現在、会員は 34 名です。そのうち 28 名は横

浜市の元職員あるいは現役職員です。福祉事務

所や児童相談所でケースワーカー経験のある者

たちです。半数以上は社会福祉士です。 

最近は横浜市の職員歴のない方も少しずつ増

えております。障害のあるお子さんの親御さん

たちが入ってくるようにもなりました。 

横浜市職員 OB ばかりではなくて、こういう方

たちとも一緒にやろうということで、会員にな

ってもらっています。 

法人の中枢を担う者は、長年社会福祉士とし

て後見業務を担ってきた者です。現在５名がス

ーパーバイザー役を務めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の費用 

法人を設置する費用、運用経費については、

行政からの助成ではなく会費や講演料、報酬な

どです。 

法人立ち上げ時の経費、初期費用は、会員の

出資で賄っています。私は 10 数年の後見業務の

経験があり、実は報酬をずっとプールしており

ました。今これを使っています。 
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障害者のビジネスモデルを成功させ法人後見のための基金に 

 

ぜんぜん違う話になりますが、『神奈川新聞』８月 11 日のトップ記事で、「障害者自活の道－

就労施設と企業が試行」という記事が載っています。 

実はこれは、新しい口腔ケア剤と、障害者のビジネスモデルの話であります。 

これに私たちが関与しています。 

行政による助成への期待もありますが、このビジネスモデルを成功させ、法人後見のための基金

をつくることが私の夢です。 

 

横浜市の社会福祉職制度 

なぜ私たちに、この活動ができているのか。

新聞記事「福祉職ＯＢらスクラム」をご覧くだ

さい。それは、横浜市が 50 年近く維持してきた

社会福祉職制度にあります。 

法人設立の経緯は東日本大震災のとき。2011

年３月 11 日になります。横浜市は、３月 19 日、

いち早く一時避難所を立ち上げました。 

私はその翌日駆け込みました。横浜市職員 OB

として「生活相談をやりたい」「ここに避難さ

れている方たちの話を聞かせてほしい」という

申し出をしました。横浜市側も、行政職員がそ

こまでできないのでやって欲しい、という話に

なりました。 

そこで、横浜市の福祉職 OB の人たちに声をか

け結集しました。活動後、その OB たちのあいだ

で「これで終わってしまうのではもったいない」

「何かやろう」という話になった。そこで、法

人後見を行う法人を設立しようという話が持ち

上がり、その年の 10 月に NPO 法人が発足した。

そんな経緯であります。 

私は、後見人をするにあたっては、①課題解
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決能力のある人、②チームで対応できる人、がふさわしいと思っています。もっといえば、③事務

能力とか、④組織運営能力とか、⑤政策提言力といったものも必要かもしれません。 

 

横浜市の後見的支援推進事業 

 ｢「私らしく」を手助け～財産管理だけじゃな

い｢成年後見人｣」と題した新聞記事をご覧くだ

さい。横浜市には障害者の後見的支援推進事業

という施策があります。横浜市では障害者手当

等の現金給付をやめて、その代わりにさまざま

な施策をつくりました。20 近い施策を、障害者

のためにつくり出しています。 

そのなかのもっとも中核を担う施策が、この

後見的支援推進事業です。実は私たちも、いわ

ばこの後見的支援をやっています。法人内にプ

ロジェクトチームを組み、後見的支援をやって

いる事例が、記事として紹介されています。 

 法人のなかには３つのチームがあります。こ

れらは成年後見制度につなぐまでの助走期間に

なると考えています。３案件とも知的障害者で

す。触法行為のある青年など、なかなか難しく

簡単にはいきそうもない事例です。他団体では

なかなか関係を持ってもらえなかった事例です。 

そんな事例について、いまプロジェクトチー

ムを組んで、関係づくりに務めているところで

す。 

 

 

持ち味を生かした後見支援 

『ほうてらす』今春号の特集「高齢者が笑顔で暮らせる社会に向けて」の座談会「成年後見制度

のいま」のなかで、日本弁護士連合会の熊田均弁護士（日弁連「高齢者・障害者の権利に関する委

員会」委員長）らと一緒に座談をやっております。 

熊田弁護士が、法人後見や市民後見のことを整理されています。そこにも書かれているように、

たしかに法人後見に力を入れている地域と、市民後見に力を入れている地域という、流れが２つあ

りそうです。 

識者によると、これらは「競合する」という捉え方をされている方もあります。しかし私は、法

人後見と市民後見は競合するようなものではないと思っています。専門職後見、市民後見、法人後

見と、それぞれ持ち味がありますから、上手に使えばよいことだというふうに思います。 

 

成年後見制度は権利擁護の制度でもあるべき 

成年後見制度は、たんなる財産管理をすることではありません。権利擁護の制度であるべきとい

うことを、あらためて申し上げたいと思います。 

その意味でもっとも象徴的なのは、生活保護受給者も成年後見制度が利用できるようでなければ

いけないということ。実際にはすでにかなりの利用が行われています。これに付随して、ケ－スワ

ーカーが苦労をしている例をたくさんみてきています。 

本日は新井委員がご欠席ですけれども、日本成年後見法学会にも、成年後見制度にかかわる生活
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保護法の改正意見を提出しています。 

生活保護法ができたのは昭和 25 年ですが、古くから成年後見制度は、「財産のある方が使う財

産管理の制度だ」と言われてきたわけです。「(生活保護受給者が)成年後見制度を使う」という発

想はなかった。そういう目でみると、現行の生活保護法には気になるところがいくつかあります。 

 

 いまいちど重要なことをキーワードで申し上げます。 

①OB の活用、②費用対効果、③スピード化、④様々な主体、⑤バックアップ、⑥評価システム、

⑦成年後見制度を含めた権利擁護、こういったところが重要ではないでしょうか。 

ありがとうございました。 
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横浜生活あんしんセンター（横浜市社会福祉協議会） 
(事務長 酒井 正樹) 

 

 

横浜生活あんしんセンター事業の概要 

横浜市では市民後見の取組を始めたばかりです。 

横浜生活あんしんセンターでは、権利擁護事業として３つの事業に取り組んでいます。 

ひとつ目が、いわゆる「権利擁護事業」と呼ばれている日常生活自立支援事業です。ふたつ目が

成年後見事業で、これは法人後見を行っています。その次が、市民後見人の養成・活動支援事業で、

これらがセンター事業の３本柱になります。 

 

権利擁護事業 

平成８年、横浜市に高齢障害者の権利に

関する検討委員会が設けられました。国の

事業に先駆けて横浜生活あんしんセンター

の設置提案がなされ、平成 10 年からこの権

利擁護事業に事業開始しております。全国

的には、平成 12年から現在の日常生活自立

支援事業が開始をされたところです。 

当初、都道府県が実施主体でした。横浜

市は政令市ですので、神奈川県の基幹型社

協という位置づけで、実施させていただい

たところです。平成 15 年から仕組みが変わ

り、実施主体が政令市にも広がりました。

横浜市では、いま市内に 18 の区社会福祉協

議会が、社会福祉法人として設立をされて

います。 

平成 15年以降、全区で事業展開をさせて

いただいています。ですから、実際のサー

ビス提供は区社会福祉協議会が行い、区域

展開しているところです。 

その内容のひとつとして相談・調整事業

があります。市社協・区社協ともに高齢障

害者の権利擁護に関する一般相談と、弁護

士等による専門相談を実施しているところです。 

ふたつ目、日常生活自立支援事業に該当する部分。横浜市では、国の基準に加えて身体障害者を

対象としています。日常の金銭管理では銀行等に出向けない方への支援も含めて行っています。現

在、①定期訪問・金銭管理サービス、②財産関係書類預かりサービスの２本の事業が走っています。 

①定期訪問・金銭管理サービスとしては、日常的な定期訪問による出納代行とか、見守りとか情

報提供・助言等を行うことになります。昨年度末で 533 件の利用があります。一昨日、直近の審査

会があり、約 580 件の利用に増えました。毎年約 150 件を超える利用件数の増加があります。 

②財産関係書類等預かりサービスは、年度末時点で 168 件の利用です。財産関係の預金通帳等の

保管を行っています。こちらの事業は、全国的に行われているのと同様サービスです。 

 これらに加えて、広報啓発事業と企画・調査・研究事業があります。 
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広報啓発事業では、権利擁護や成年後見の理解促進のための事業として、制度説明会と、リクエ

ストに応じる形での団体への広報啓発と説明等を行っています。 

企画・調査・研究事業では、権利擁護事業に関しては「推進検討会」という検討会を設けて、日

常的に権利擁護事業上の課題について、課題解決を図るための検討を図っているところです。 

 

成年後見事業 

成年後見事業は法人後見として実施しております。平成 11 年にあんしんセンター内に検討会を

設けて、法改正と同時に平成 12 年４月から事業開始をしています。当初は区長申立てに限定した

対応でしたが、平成 22 年から緩和し、親族申立て等も含めて現在対応しているところです。お配

りした資料では、年度末時点で 48件となっていますが、一昨日の審査会では 57件に増えています。 

成年後見事業はいままでの行政との関係もあり、横浜の「最後の砦」としての役割を果たすとい

うことで、受任の用件として他に後見人が見つからない事案に関して基本的には対応してきていま

す。 

 

市民後見人養成・活動支援事業 

 横浜市社会福祉協議会では、権利擁護－成年後見－市民後見人の養成・活動支援事業という３本

の事業を行っているわけですが、対外的には虐待に代表されるような権利擁護部分がとかく取り沙

汰されます。  

しかし私どもは、社会福祉協議会として市民後見事業を展開することについて、地域の中でその

人らしく暮らし続けていけるような地域福祉の視点で、その活動を支援するという位置づけで取り

組んでいるところです。そのための工夫を少なからず行っています。 

 

市民後見人養成・活動支援事業の経緯 

 経過表をご覧ください。 

社会福祉協議会でも、成年後見事業（法人後見）の検討会を開くなかで、新たな担い手の開発と

して市民後見人養成の提言を受けておりましたが、なかなか足を踏み出せないでおりました。 

平成 22 年に地域福祉活動計画を策定しました。現在、横浜では、地域福祉活動計画は行政の地

域福祉計画と一体で策定・運用します。 

この計画のなかに市民後見人の検討・取組・検証を位置づけ、平成 22 年度に取り組む予定でい

ました。平成 23 年度、１年遅れで横浜市と市民後見人の検討委員会を設置し、市民後見人の横浜

モデルを策定しました。事業化にあたっては、大阪市や品川区の事例を参考にして、横浜としての

実践スタイルをつくらせていただいた、というところです。 

平成 24年度から、実際に市民後見人養成に着手しています。国の市民後見推進事業を活用して、

現在養成を図っているところです。 

 養成研修は、昨年 10 月からまず座学研修を実施しました。国の標準カリキュラムは、実習を含

めて約 52 時間程度の設定になっていますが、横浜市ではモデルということもありまして、座学研

修として 15 日間 53 単位を昨年度行い、今年度から実務実習を開始します。 

横浜市の特徴は人口が 370 万人いるということ。区レベルでも、もっとも人口の多い区では 30

万超の人口があります。市域１か所で事業展開を図るのはあまり実効性が乏しい。区域展開を目指

して、現在、西区・緑区・青葉区の３区でモデル実施を行っている段階です。 
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実施体制及び人員体制、基本的な考え方 

 今年度から実務実習に入るということで、

上記３区の社会福祉協議会に職員を配置し

ました。その担当専従職員のもとで実習・

指導を行っています。 

さきほど横浜モデルと述べましたが、「地

域福祉の一翼を担っていただく」というこ

とがその特徴になっています。 

現在、横浜市社会福祉協議会で、権利擁

護事業と成年後見事業を行わせていただい

ていますが、どちらかというと権利擁護サ

ービスを提供することで、権利擁護・成年

後見ニーズは解決できるのですが、その人

のトータルな生活支援を考えたとき、それ

以外の生活課題への対応がどうも図られな

い傾向があります。つまり単体のサービス

で自己完結してしまっています。 

その克服という意味合いも含めた市民後

見事業の切り口です。地域でその人らしく

暮らしていくためには、市民後見人の方々

にはもちろん後見人としての基本的職務が

あるわけですが、その活動のなかで被後見

人の生活課題を発見し、実際に地域に課題

を伝えて解決にあたる。市民後見人に幅広く地域福祉の一翼を担っていただくことを特徴として、

養成に当たっているところです。 

地域福祉に関する知識とか技術、活動上の倫理を身につけていただくということで、他団体でも

市民後見人の養成講座等が開かれていますが、あらためて横浜独自の地域福祉を含めた研修を修了

いただくことを修了・登録の必須事項としているところです。 

 

市民後見人の活動形態 

 市民後見人の活動形態ですが、個人受任ということ、報酬の付与申立は妨げないということが特

徴です。報酬に関する部分が大阪市とは異なるところです。当然、大阪市のやり方も学ばせていた

だきましたが、横浜は市民活動がかなり活発なところです。有償の市民活動も展開されているなか

では、より主体的にかかわっていただくことを勘案して、このような形に決めました。 

 

市民後見人の支援体制 

そのなかで、活動の支援の仕組みが非常に重要になってくると考えております。 

 横浜市社会福祉協議会の横浜生活あんしんセンターが「後見推進機関」になります。これまで、

法人後見の受任・実施機関としての役割は最低限果たしてきたわけですが、他の受皿の担い手拡大

も含めて、推進機関としての役割をきっちり果たしていくという位置づけをしております。 

横浜では「区域」を実施展開の中心エリアとして設定しています。横浜市の市民後見人は、区域

単位で活動を展開することから、区社協が市民後見の実施機関として市民後見人の日常的な活動支

援機能を発揮していけるようにすることが課題です。 

 横浜市のもうひとつの特徴として、これまでの成年後見の取組のなかで、専門職団体による成年

後見サポート体制が各区に組まれています。いわゆる困難事例等に関する助言等をいただいたり、
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事例の検証等を行ってきた経緯があり、すでにその体制は整っています。この体制に、新たに市民

後見人に対する助言と日常的支援の役割を付加して、専門職団体による助言機能をもって、活動支

援を図っていく流れを考えています。 

 当面の事案の中心は、区長申立て事案等が相応しいのではと考えています。比較的係争等がなく、

財産もそれほど多額でない方という設定をしています。区社協、市社協、区役所、市役所の４者が

連携をしながら、横浜全体の市民後見人に

対して責任を負っていこうという体制で、

現在臨んでいるところです。 

 

事業費 

事業費としては人件費部分が過半を占め

ます。人件費部分は、横浜市からの補助が

中心となっており、やはり行政依存度がか

なり高くなっているところです。 

平成 25年度は「実務実習」を３区で始め

ていますが、行財政状況がたいへん厳しい

なかで、次年度以降、全区で展開していく

ことを考えた時に、どういう体制を築いて

作り上げていくかが課題となっています。 
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大阪市成年後見支援センター（大阪市社会福祉協議会） 
(所長 藤原 一男) 

 

 

 

 

大阪市の概要 

大阪市は人口 267 万人でございまして、日

常生活自立支援事業の契約者が 2,000 人を超

えている状況であります。 

市長審判請求の件数の推移でございますが、

平成 24年は 254人ということで、大阪市が取

組を本格化させてから、右肩上がりに伸びて

いる状況でございます。 

 

 

 

 

運営法人と予算 

 大阪市成年後見支援センターは、平成 19

年度から大阪市からの委託事業として私ども

大阪市社会福祉協議会が運営しております。 

平成 24 年度予算が 54,826,000 円で、すべ

てが大阪市からの委託料になります。そのう

ち人件費が 36,423,000 円で、常勤職員６名分

の人件費として使っております。 

物件費が 15,792,000 円です。これは主に市

民後見人の養成とか、専門職による専門相談、

あるいは専門職を召集する会議等の費用に充

当しています。 

 

機能と体制 

センターの機能と体制ですが、センター機

能として４点ございます。 

①成年後見制度に関する広報・啓発並びに

相談、申立て支援。これには機関や施設、市

民を対象とした相談・支援、申立て支援が含

まれております。②市民後見人の養成・活動

支援、③地域の相談支援機関への権利擁護に

かかわる後方支援、④成年後見制度にかかわ

る機関・団体等との連携ということになりま

す。 

 

体制としては、運営委員会が年に１～２回開催されています。 

家庭裁判所との意見交換会も年１回あります。発足当初は年２回実施しましたが、現在は年１回

にしております。統括裁判官または主任書記官、主任調査官と意見交換をしております。 
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月２回開催しておりますのは受任調整・企画会議でございます。弁護士・司法書士・社会福祉士･

学識経験者・大阪市の担当者と１年間固定のメンバーで開催しています。専門職につきましては各

職能団体から派遣ただき受任調整会・企画会議に入っていただいております。 

 専門相談員は、受任調整・企画会議委員と同じメンバーによって週２回実施して入っております。

１回 90分の専門相談で、成年後見の申立て支援相談や市民後見人の相談にあたっています。 

職員体制は、所長・副所長・主査・相談員ということになります。おもに社会福祉士、精神保健

福祉士等として権利擁護にかかわってきた相談員が、支援に当たる体制でございます。 

運営委員会は、受任調整・企画会議委員とは別の医師・弁護士・司法書士・社会福祉士と学識経

験者が入り、センター事業の方向性について協議していただいています。 

 

センターの事業 

成年後見支援センターの主な事業として８

つございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

申立て相談・支援件数 

市民・機関・施設等からの成年後見の申立

てにかかわる相談・支援件数が平成 24 年度で

1,205 件、市民後見人からの相談・支援件数

が 1,449 件ございます。 

相談支援機関からの権利擁護相談件数が

659 件、法律相談件数が 137 件、認知症の医

療相談件数が 97件です。これらはいずれも専

門職が入って、機関や施設を後方支援するた

めの相談です。 

 

大阪市の市民後見人養成者数の推移 

大阪市の市民後見人養成の流れですが、昨

年度までに第６期の養成を実施いたしました。 

各期の「市民後見人バンク登録者」数を掲

載しました。毎年約 40 名前後の登録を重ねて

きたところでございます。広く市民に広報し、

募集させていただきき、完全な公募により講

座を運営し、養成しようというシステムでご

ざいます。 
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登録者研修 

平成 24 年度の登録者研修の内容を一覧に

しました。昨年度は９回実施しております。 

９回目は地域別グループによるグループ学

習です。各地域で市民後見人がみずから研修

場所を設定しています。地域包括支援センタ

ーですとか施設やグループホームに赴いて研

修を実施されています。 

被後見人の選挙権が回復して初めての選挙

が７月 21 日に行われたところでありまして、

選挙に先がけた７月６日に急遽、登録者研修

を行いました。被後見人の選挙権の行使をど

う支援していくのか研修が行われたところで

ございます。座学の後、受任者だけで集まり、具体的なケーススタディーを行いました。 

 

市民後見人が選任される過程 

 バンク登録後の大阪市の市民後見人選任の

プロセスにつきましては、家庭裁判所の推薦

依頼から始まります。 

つまり大阪家庭裁判所が第一次的なスクリ

ーニングを行うことから始まりまして、私ど

もは受任調整会議で市民後見人に相応しい事

案か否かを検討して、登録者のなかからお一

人を選んで家庭裁判所に推薦します。そして

家庭裁判所による面談と選任によって、最終

的に市民後見人に選任される体制となってお

ります。 

 

 

市民後見人の基本的性格 

大阪市の「市民後見人」の基本的性格とし

ては、市民参画による「地域福祉」と「権利

擁護」の推進、成年後見制度を活用し、専門

的支援のもとでの「積極的権利擁護」の実現

を「行政と市民の協働」によって行うことと

しています。 

また、①家庭裁判所からの単独選任である

こと、②親族以外の第三者後見であること、

③市民後見人は大阪市の市民後見人バンク登

録者であること、④報酬を前提としない市民

活動であること、⑤身近な市民の立場での後

見活動であることを特徴としております。 
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市民後見人活動の特徴 

大阪市の市民後見人が担う具体的な事案の

特徴を述べます。 

財産管理等については多額の財産管理や負

債がないこと、身上監護についてはコミュニ

ケーションに専門的技術を必要としないこと、

あるいは虐待や権利擁護など急迫した事情を

有しないこと等の選任時における事案のイメ

ージを持って、家庭裁判所と事案についての

刷り合わせを常に行っているところでござい

ます。 

実際の受任調整会議にあたっては地図を広

げて、市民後見人のお住まいから比較的近い

地域で活動できるようにと調整しています。 

 

市民後見人の活動報告・支援の状況 

選任直後から、専門職も入って活動支援を

いたします。選任後１か月後の財産目録の調

整報告を終えて、大阪市の市民後見人の場合

は６か月ごとに、家庭裁判所に対して、財産

目録から支援（後見活動）内容のすべてを報

告していただいています。 

具体的には領収書等の確認など、１円単位

の誤差もないように報告書を作成して、家庭

裁判所へ提出していくことになります。 

 

 

 

受任状況 

６月１日現在の受任事件数は 74件です。本

日時点で 81 件目の受任調整をしているとこ

ろです。後見類型・単独後見ということで、

１対１の関係としております。 
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受任者の状況 

 

受任者の状況について簡単にご報告させていただきます。 

受任者の性別は約半々。年齢的には 40 代、50 代の方で約半数。残り半数が 60 代です。団塊世代

あるいは企業等を退職したシニアの方が、やはり時間的な余裕を持っておられますので、60代が最

も多いということでございます。 

 

被後見人の状況 

 

被後見人の性別は男性 54％・女性 46％。年齢・障害種別は、やはり 70 代以上の認知症高齢者が

多いという特徴がございます。 

ただし、なかには 20 代の知的障害者、あるいは 30 代 40 代の施設入居者という方もおられます。 

被後見人の生活場所ですが、選任時に制限を設けておりませんので、自宅・特別養護老人ホーム・

病院・グループホーム・老人保健施設・有料老人ホーム等々、多岐にわたっております。 
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後見申立人についても、申立人を制限してい

るわけではございません。市長、親族、本人と

ありますが、やはり市長申立て事案が多くなっ

ているところでございます。 

 

 

 

 

 

 

 

受任者に対するアンケート調査結果 

 

受任者 50 人に対するアンケート調査の 

結果をご報告します。 

 

 

「本人との直接面会による状況確認の頻度」は月平均 3.78 回です。週１回程度の面談をやってい

こうというところで実施しております。 

「平均的な移動時間」は 25.7 分です。大阪市内ですと電車で約 20 分の距離、地下鉄２駅ぐらい

の距離感で受任調整をしています。 

大阪市の市民後見人が具体的にどんな活動をしているのかをまとめました。ほぼ法人後見と同じ

業務をしております。 
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「日常生活の維持に関する活動」についてです

が、「通帳預かり」はほぼ 100％の方の通帳を

預かっています。｢財産管理に関する活動に」つ

きましては、後見人が口座登録をいたしまして、

支払い等に当たっております。 

「福祉・介護サービスに関する活動」につきま

しては、ケアプランの確認・調整・承認または

ケアプランの評価、ケース会議等の出席が主要

な活動となっております。 

「福祉施設との対応に関する活動」つきましては、契約書等の書き直しですとか、訪問等による

サービス状況の確認等を実施しているところです。 

「医療に関する活動」につきましては､医師等からの説明を聞くという責任を市民後見人は果たす

なかで、医療同意は行わないという法令に基づいた原則通りの支援をさせていただいています。 
  

大阪市の市民後見人のシステム 

 大阪市の市民後見人のシステムとしては、「公

助」として自治体の権利擁護の施策として実施

され、市民活動としての「共助」と協働し、専

門職が関与して支援するというところを非常に

重要視しております。 

ひとつの事案に対して、大阪市と市民後見人、

大阪市成年後見支援センター、専門職が協働し

ていることにより、権利擁護の名のもとで権利

侵害に至ることがないよう、活動を繰り広げて

います。 
 

大阪府全体で同一システムによる運営 

前回研究会で大阪府社会福祉協議会からご報

告があったと思いますが、現在、大阪府内の市

民後見人の養成・支援につきましては、同一の

システムによる運営となりました。政令指定都

市だけでなく、小さな市町村も実施できるよう

にとの配慮から、大阪府ではブロック圏域で事

業が実施されています。 

大阪府内は､市民後見人の養成プログラムも

同内容に統一され､受任調整のシステムも同一､
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そして後方支援体制も同様の内容になりました。 

たとえば大阪府全体で、市民後見推進事業を実施している自治体間では、被後見人の転居･入退

院・入退所にともなう居所の変更に対応できるようになりました。市民後見人が転居しても、転居

先の市町村に登録する体制を整えることができます。 

家庭裁判所との関係も、大阪家庭裁判所の本庁、堺支部、岸和田支部とともに、ほぼ同じシステ

ムによる対応となり、調整できるようになりました。 

 なお大阪府内にはさまざまな市町村があり、権利擁護のシステムも異なります。 

大阪市のように、申立て段階で家庭裁判所のスクリーニングを用いるところもあれば、申立て段

階でコントロールする市町村もあります。また法人後見を併設している市町村もあります。 

市町村によってさまざまなシステムをもつわけですが、申し立て後の市民後見人の支援に限って

は同システムを利用・運用するということです。これにより大阪府と政令指定都市である大阪市と

堺市、その委託先である社協の事務局と合同で、定例的に事務局会議を実施しているところでござ

います。 
 

相談機関・施設等を対象とする専門相談 

相談機関・施設等を対象とする専門相談を併せ

て実施しております。権利擁護、法律、認知症医

療、いずれも専門職が入っております。これは地

域レベル、区レベルの相談支援機関への後方支援

となります。 

 

 

 

 

 

権利擁護相談の対象者 

権利擁護相談の対象者ですが、認知症高齢者・

知的障害者・精神障害者の方が主な対象です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

法律相談の対象者 
 

法律相談の対象者は認知症の方が約半数、46％

です。知的障害者・精神障害者の方が 14％、その

他要介護高齢者等が 40％を占めます。 
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権利擁護専門相談対象機関 

 権利擁護専門相談としてどのような機関を対

象にしているかを挙げました。 

やはり地域包括支援センターが多くて 43％。そ

のほか障害者相談支援センター15％、介護保険事

業所 13％などが、主な相談機関を占めています。 

 権利擁護専門相談は１回 90 分で、弁護士・司

法書士・社会福祉士による権利擁護の支援相談に

なります。 

 

 

法律相談対象機関 

法律相談では弁護士による相談を行っていま

す。こちらも地域包括支援センター37％、介護保

険事業所 11％、高齢者施設４％と、高齢者関係の

機関で過半を占めます。 

 

 

 

 

 

 

権利擁護専門相談内容） 

権利擁護専門相談の内容です。成年後見の専門

相談も別に行っているわけですが、権利擁護専門

相談のなかでも成年後見制度に関する相談内容

が 42％を占めます。 

 

 

 

 

 

 

権利擁護専門相談後方支援内容 

専門相談を終わった後は、関係機関と協働して

支援を実施し、事例をモニタリングしていきます。

そのことを後方支援と呼んでおります。 

成年後見制度に関する後方支援が 43.6％を占

めます。そのほか財産管理 19.6％や今後の生活設

計 10.6％が主な支援内容となります。 
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法律相談内容 

法律相談内容としては、金銭貸借 34％がもっと

も多く、損害賠償 10％、成年後見制度 10％、相

続９％といったものが、主な相談内容です。 

 

 

 

 

 

 

 

法律相談後方支援内容 

 法律相談の後方支援内容としては、金銭貸借が

約半数 48％を占めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『市民後見人活動支援のための手引き』『市民後見人活動の基準（マニュアル）』 

 大阪市成年後見支援センターでは『市民後見人活動支援のための手引き』を作成しております。

この冊子は、市民後見活動に携わる職員側のチェックリストになっています。『市民後見員活動の

基準（マニュアル）』は、大阪市の市民後見人が持つマニュアルになります。 

 

領収書は、市民後見人がどのような支援活動を行っているのかを把握したり、ご本人がどのよう

な生活を行っているのかを把握するのに、非常によくわかる資料でございます。領収書は、専門職

による専門相談の際にかならず確認させていただきます。 

領収書を確認することで、非常に間食が多い食生活をおくっているとか、栄養の問題がみられる

等の、ご本人の生活支援上あるいは権利擁護上の課題を読み取っています。 

【専門相談での確認事項】につきましては、規約などの内容等について確認を行いまして、支援

者との関係、親族との関係についても配慮して実施しているところでございます。 

 領収証の突合を行うことで、１円たりとも誤差の生じないような、６か月単位の金銭管理の後方

支援を行っているわけであります。こうした市民後見人システムとしての信頼性を保つのが、大阪

市のシステムだと考えております。 

 

『手引き』に「本人のための財産活用」という節があります。この部分は、ご本人の意思をどう

代弁するか、ご本人の最善の利益は何かということを考えたときに、非常に話題となるところです。

市民後見人が、専門相談等を駆使してご本人の意思をどれだけ汲み取ってくれるかがいつも課題に

なります。 

ご本人のお金を、ご本人のためにどう使うかが非常に重要になります。 

その次に「自費ヘルパー契約の場合」と書いてございます。市民後見人が就任いたしますと、特
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別養護老人ホーム入所者につきましては多くの場合、週１回程度の外出行為を行っていただいてい

ます。 

契約という形でしか具体的方法はないのですが、コンビニに行ったりとか、散歩に行ったりとか、

外出行為が行えるような生活の実現を非常に重視しております。こういった実践もたくさんの事案

でできるようになってまいりました。ご本人の収入のなかで行っていますので生活保護受給者であ

ってもこうした支援は可能です。市民後見人の活動によって、こういったシステムを可能にしてい

るのでございます。 

 

大阪市では 260 万都都市としての、ひとつの公的な後見システムとして市民後見があり、大阪市

成年後見支援センターがあります。 
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千葉県権利擁護支援ネットワーク 
(副理事長 佐藤彰一／副理事長 長谷川 秀夫) 

 

 

「千葉県権利擁護支援ネットワーク」が設立されたのが平成２５年年２月です。 

お手元にパンフレットがございます。設立から日が浅いものですから、まだ仮のパンフレットで

す。活動実績として具体的にこれをやったというお話はできる段階ではありません。 

ただ、今日の活動にいたった経緯や背景があります。今日はその話をさせていただきます。 

 

全国権利擁護支援ネットワーク 

「介護と連動する市民後見研究会 説明メモ」

という、私の名前の入ったぺーパーをご覧くださ

い。 

すこし大きなところから話をさせていただき

ます。 

全国的組織として、全国権利擁護支援ネットワ

ークが 2009 年９月に設立されています。 

設立当初 22 団体から始まりました。団体会員

を正会員としております。 

全国権利擁護支援ネットワークのパンフレッ

トをご覧ください。今年１月半ばの段階で 67 団

体に増えています。最近、申込みが相次いでいま

す。おそらく今年度内には、70 団体を超すのでは

ないかと思っています。 

全国権利擁護支援ネットワークは学術団体で

はありません。政治的活動を行う団体でもござい

ません。全国各地で活動している権利擁護団体が、

共通の悩みについて情報交換し、さまざまな活動

をしています。これらの活動から、もし政策的に

できることであれば、そういった動きもしていこ

うか…ということで設立された団体です。 

 

全国権利擁護支援ネットワークに参加してい

る団体のほとんどが後見支援をしています。今日

は市民後見関係の会合とうかがっていますが、これらの団体は後見支援の団体ではありません。あ

くまで高齢者や障害者の権利擁護支援を基本に置いている団体という位置づけです。 

 現在の日本では、成年後見制度は権利擁護の重要なツールです。結果的に、成年後見制度にかか

わっている団体が多いのですが、それは結果論です。成年後見をしているから権利擁護の団体であ

る、とは考えていません。 

成年後見をしているなかでも、権利擁護という方向づけがある団体にご参加いただき、意見交換

を行っていく目的で設立されています。権利擁護支援ですので、究極のところ「地域ぐるみで支援

しなければならない」という側面が強くでています。 
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「地域ぐるみ」ですので、専門職の連携がたいへん重要となります。全国権利擁護支援ネットワ

ークに参加している団体は、そのすべてが地域の法律職や福祉職、またそれら職種間の連携を旨と

しています。また、地域の福祉団体や行政との連携ができていることを旨としています。 

いわゆる弁護士会とか司法書士会といった職種別の団体とは異なります。職種の方々たちだけで

団体をつくっておられるのは、全国権利擁護支援ネットワークの趣旨からすると外れていますので、

参加をご遠慮いただいています。 
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私どもの団体の理念を浮き彫りにするため、2011 年から日本福祉大学内に権利擁護研究センター

を設けて調査研究を進めています。 

月１回程度の会合をもちながら、権利擁護支援を行う団体の動向を学術的に調査いたしました。

お手元に配布した冊子『権利擁護支援システムを創ろう！』が、昨年度成果物です。研究結果とい

うだけではもったいないので、ガイドブック様に仕立てました。 
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 前ページの表をご覧ください。 

設立当初から深くかかわっている団体にアンケート調査を行いました。17 団体の設立経緯と趣旨、

地域での活動経過等の回答を、一覧表の形でまとめています。本日お見えになっている「あさがお」

も、設立当初からの重要な構成団体です。 

 

これらのデータを、日本福祉大学が分析を行いまして、社協型とか自治体型あるいは専門職型な

ど５類型に分けています。すべての団体が権利擁護を志向しています。「権利擁護を志向している」

というのは、要するに成年後見だけをやっているわけではなく、地域の虐待対応やさまざまな生活

相談、あるいは友愛活動などその他活動もあわせて行っているという意味です。 

 

 千葉県権利擁護支援ネットワークに声がかかりましたのは、表の右端にある「団体・専門職ネッ

トワーク型」の話を…というご趣旨かと思います。 

２団体が掲載されています。「岡山高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク懇談会」と「成年後

見ネットワーク鳥取」が先行しています。これらの団体と同様な活動を意図して、千葉県権利擁護

支援センターが設立されました。 

現在、都道府県レベルでこのようなネットワーク構築を行っているところは、岡山県と鳥取県の

ほか、最近では香川県がネットワーク構築に取り組み始めました。ようやくそうした動きが出てき

たのかなと思います。全県レベルでの専門職と福祉団体の連携という点が共通しています。 

 

岡山高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク懇談会の取り組み 

 同書に「岡山高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク懇談会」の基本データを掲載しています。 

岡山は相当な歴史がございます。NPO法人設立は平成 17年ですが、成年後見制度ができた当初か

ら任意団体としての活動が始まっています。 

岡山県の法律扶助協会がもっとも熱心に活動していたと聞いております。ここが中心となり、弁

護士団体や司法書士団体、社会福祉士団体等に声かけがあり、かつ岡山大学も参画して、総合的な

ネットワークが生まれたという経緯を聞いています。 

 しかし、任意のネットワーク団体では、法人後見を行うことができません。そこで、平成 17 年

に NPO 法人を設立しました。ですから、法人後見自体が目的ではなく、後見支援をするために法人

を設立したという経緯です。この団体の考え方の特徴は、「必要なものは必要に応じてつくる」と

いうことです。 

法人後見のニーズがあるから「受任の受皿として NPO 法人をつくろう」ということです。また、

法人後見を行っていると、とくに精神障害の方々は入居時の保証人がいないことが課題になります。

そのために「入居支援の NPO 法人をつくろう」となります。「NPO 法人おかやま入居支援センター」

はそうした必要からつくられました。あるいは、最近、子供の後見（未成年後見）を法人後見で受

任できることになりました。その必要があれば「未成年後見専門の NPO法人をつくろう」となりま

す。 

 

これらの動きは、すべて岡山高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク懇談会が母体です。弁護士

や社会福祉関係者等が、これらの動きにすべて絡んでいます。もちろん、裁判所とも協議をしなが

ら推進しています。 

  

岡山高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク懇談会では相談会「高齢者・障害者何でも相談会」

を開催しています。かならず福祉職と法律職がセットで相談対応をしていることが特徴です。でき

れば３～４人で相談することで、相談に来られた方をたらい回しにしない工夫をしています。 

セットで相談にあたることで、専門職間で相互に欠けているところや、見方の違いを認識するこ
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とになり、お互いが見識を深めていくことができます。このやり方は他所にも波及しています。私

ども千葉県も、法律職と福祉職が２人で相談対応するよう努めています。 

  

調査時点の後見支援件数は 239 件です。現在 300 件近くかと思われます。これだけ後見受任して

いると、岡山県内を１法人だけで…というわけにもいかなくなってきます。法人を設立する動きが

あれば、その支援にあたります。法人が設立されれば、連携した活動を深めていくことになります。 

また、県内市町村とアドバイザリー契約を結び、市町村が後見あるいは権利擁護の問題で困って

いる場合に、専門職を派遣して各種相談に応じる活動も行っていると聞いています。 

 

千葉県権利擁護支援ネットワーク 

岡山の活動を、私どももうらやましいと思っていました。 

私ども千葉県内で機運が盛り上がったのは、去年の段階です。千葉県内で、全国権利擁護支援ネ

ットワークに加入している団体は、現在４団体です。 
 

特定非営利活動法人 PACガーディアンズ 

このうち、千葉県内で後見支援の法人が設立されたのは、平成 17 年の「（特非）PACガーディア

ンズ」がいちばん最初です。さきほどの冊子に設立趣旨等が記載されています。PAC ガーディアン

ズは、千葉県内の障害者の子を抱える親たちの強い声で設立されました。設立以来、私が理事長を

務めています。 

当初から法人後見を行っています。また、親御さんが後見人になるケースが多いので、個人後見

に関する相談や後見支援を行っています。調査時点の相談件数は年間約 300 件、平成 23 年度末時

点の法人後見数が 18 件ですが、現在の法人後見件数は 36 件と倍増しています。 

その理由は、平成 23 年７月から、船橋市から障害者関係の成年後見センターの委託を受けてい

るためです。市長申立てを初めとして、市内の障害者関係の公的な後見は PAC ガーディアンズが行

うことになり、件数が急増しています。 
 

 また、法人設立以後、ほぼ毎年いわゆる成年後見人養成講座を開催しています。 

当初は千葉県全域を対象にしていましたが、その後、松戸市を中心に活動する「しぐなるあいず」、

銚子市を中心に活動する「東総権利擁護支援ネットワーク」といった、姉妹 NPO 法人が設立されま

したので、PAC ガーディアンズは東京湾岸エリアの活動が中心になってきています。 

ただ、この講座は、市民後見人を当初から念頭に置いているわけではありません。船橋市の委託

を受けてからは「市民後見人養成講座」という名称で行っていますが、基本的には養成講座を修了

された方々に、法人後見の事務担当者として活躍していただく形です。 

登録者は 50 名を超えています。現在の法人後見件数が 30 件以上ですので、うち 30 名以上の方

が、実際に法人後見の事務担当者としてご活躍いただいていることになります。 

 

法人後見の基本的な考え方は、岡山高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク懇談会の考え方を引

き継いで、かならず複数で担当することにしています。できれば、専門職と養成講座を受けた方と

がセットになっての活動を指向しているところです。 

 

特定非営利活動法人しぐなるあいず 

平成 18 年に、松戸市に「(特非)しぐなるあいず」が設立されました。こちらは親の会というよ

り専門職が主体です。調査時点の法人後見件数は 31 件ですが、現在は 50 件を超えております。 

PAC ガーディアンズでは障害者の法人後見しか行っていませんが、しぐなるあいずは高齢者・障

害者双方とも行っています。 

しぐなるあいずは、国のモデル事業（市民後見推進事業）を松戸市の委託を受けて実施していま
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した。しかし、現在は松戸市の事情等により行っていません。 
 

一般社団法人東総権利擁護ネットワーク 

 東総権利擁護ネットワークがカバーする圏域は郡部が中心で、専門職がそれほどいません。基本

的には、地元の福祉専門職の方々や行政、医療機関等の援助を受けながら、後見活動をしています。 

これまで取り上げた３団体とも、かならず複数で担当する、かならず法律職と福祉職がセットで

かかわる、といったことを原則にしています。 

こうした団体が法人後見を受任し、地域の後見支援を展開しています。 

 

千葉県権利擁護支援ネットワークの設立へ 

これらの活動を共通言語化し、関係する専門職の輪をもっと広げ、全県的な活動へとつなげてい

くことが必要です。 

全県的ネットワーク組織の設立に関しては、数年前から検討をはじめました。 

千葉県庁に「千葉県総合支援協議会権利擁護専門部会」という障害者福祉の委員会があります。 

そこの委員を中心に、県とは別組織として「千葉県権利擁護推進ネットワーク」を立ち上げました。 

英語で Mental Capacity Advocate Profession Chiba（略称 MCAP）といいます。 

法律職と福祉職のそれぞれの連携を深めるという意図もありますし、各地で実際に活躍している

NPO 法人や行政、社協などとの連携を深めて、千葉県内の権利擁護活動を進めていこうという意図

もあります。 

 

市民後見について一言 

今日は時間の都合で割愛しますが、『発達障害者白書 2014 年版』に、市民後見に関して私が書

いた文章がありますので、そちらをご参照ください。 

 結論的にいうと、日本の成年後見制度は非常にアウト･オブ･デートな制度です。 

そのことを十分認識したうえで推進していくということです。そのためには、やはり相当きちっ

とした説明をしないといけない。監督機能がなくてはならない。 

私の話は以上です。ありがとうございました。 
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かながわ権利擁護相談センター（神奈川県社会福祉協議会） 

(所長 齋藤 計好／社会福祉士 中田 栄二) 

 

 

 

 

神奈川県社会福祉協議会かながわ権利擁護相談センター所長の齋藤です。本日はわたくし齋藤と、

市民後見を担当している中田の２名で参りました。 

センターについては齋藤から、市民後見に関しては中田から説明させていただきます。 

 

かながわ権利擁護相談センター「あしすと」の概要 

かながわ権利擁護相談センターあしす

とは、平成 10 年 10 月、神奈川県の主導

により県社協に設置されました。今年で

15 年目です。 

実施事業として、①権利擁護事業、②

日常生活自立支援事業、③かながわ成年

後見推進センター事業、④地域における

ネットワーク形成支援事業があります。 

権利擁護相談事業は、判断能力が十分

でない、あるいは判断ができても障害等

のために十分権利行使ができない障害者

等に対して、自己決定を最大限に尊重す

ることを理念として、権利擁護相談を行

うものです。センター機能の基盤となる

事業です。 

昨年の事業報告及び収支決算報告書を

添付しました。詳しい内容等に関しては、

のちほどそちらをご参照ください。 

その資料のなかに「神奈川県障害者権

利擁護センター事業」との記載がありま

すが、これは昨年限りの事業です。障害

者虐待防止法の施行を受け、都道府県の

障害者権利擁護センターを設置する際に、

神奈川県から受託したものです。今年度から、私ども以外の NPO 法人が、この障害者権利擁護セン

ター事業を受託いたしました。 

 

かながわ成年後見推進センターの概要 

権利擁護相談事業のなかでも、従前から成年後見相談を受けてはいましたが、平成 22 年４月、

神奈川県が「かながわ成年後見推進センター」事業を新設し、これを県社協が受託しました。かな

がわ権利擁護相談センターのなかに、二枚看板という形で設置しています。 

主な事業として、①成年後見制度相談事業、②市町村社会福祉協議会等の法人後見事業支援、③

市民後見制度普及支援事業、があります。 
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成年後見制度相談事業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成年後見制度相談事業としては、一般向けの通常相談や顧問弁護士相談を行っています。 

関係機関連絡会では、家庭裁判所や弁護士会、司法書士会等の関係団体の方にお集まりいただい

ています。 

親族後見人のための研修会・相談会も、昨年３回実施しています。この親族後見の支援は、平成

22 年度から始めており、22年度１回、23 年度２回、24 年度３回と、順次拡大しています。 

そのほか、家族会や相談機関等からの要請に応じて、出張説明会・相談会等を実施しています。 

後見相談に関しては「相談対応件数 延べ 2,854 件」とあります。これは成年後見も含めた権利

擁護相談の全体の件数が「延べ 2,854 件」ということです。延べ数記載の下欄に「初回相談受付件

数 987 件」とありますが、そのうち成年後見制度にかかわる相談は 620件（62.8％）で、いまや半

数以上が成年後見に関する相談です。 

 

市町村社会福祉協議会等の法人後見事業支援 

市町村社会福祉協議会等の法人後見事業支援は、新たに法人後見を立ち上げる市町村社協に対す

る支援を行うものです。 

現在、法人後見を行っている社協と連絡会をつくり、情報交換・課題の共有化等を行っています。

神奈川県内には、NPO 等で法人後見を実施している団体もいくつかあります。そういった方たちに

対する連絡・情報交換の場ということで、連絡会を開催しています。 

また、法人後見担当者養成研修を実施しています。 

 

 神奈川県内の市町村社協における法人後見の取り組み状況ですが、政令３市を含む 33市町村中、

法定後見人を受任したことのあるのが 12 社協、今年度すでに受任体制を整えたのが２社協、来年

度を目途に法人後見事業を開始する予定なのが３社協あります。県内 33 市町村中計 19 社協が取組

を始めています。 
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残る 13町１村の社協のうち１町は、現在立ち上げ準備中です。他町につきましても、法人後 

見事業の検討・研究がなされている状況で、徐々に周知されてきていると感じています。 

 

市民後見制度普及支援事業 

市民後見制度普及支援事業では、市町村域における実践研修の実施支援であるとか、基礎研修の

受講生募集と開講、市民後見人養成あり方検討会の実施等を行っています。 

こちらに関しては中田から説明いたします。 

（以上、齋藤氏） 

 

市民後見事業の内容 

 市民後見事業として、シンポジウムの開催、先行事例地の視察などを行っています。 

 

市民後見先行実施地のヒアリング 

神奈川県内では横須賀市や鎌倉市、県内で大規模な取り組みを開始していた横浜市、さらに大阪

府や東京都江戸川区といったところを視察しています。江戸川区視察の折には、私ども県社協単独

ではなく、市民後見人養成に取り組む意欲のある県内６市（平塚市、鎌倉市、藤沢市、海老名市、

座間市、綾瀬市）の市町村担当者、社協職員も交えて訪問し、実情を教えていただきました。 
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他団体市民後見実施状況アンケート調査 

また「他団体市民後見実施状況アンケ

ート調査」を実施し、神奈川県内・近隣

だけではなく、全国的な市民後見に取り

組む状況などの確認もさせていただきま

した。 

 

市民後見人養成あり方検討会 

 市民後見人養成あり方検討会を昨年度

４回開催しました。この検討会における

検討結果の報告書を、お手元にお配りし

ています。 

最終ページに検討会の委員構成を掲載

しました。こちらの研究会の委員でもあ

る、筑波大学法科大学院（当時）の上山

教授に座長として加わっていただきまし

た。リーガルサポートからは、県支部長

の橋本先生にも加わっていただきました。

各氏からご指導を得ながら、神奈川県の

実情に合った、かつ私ども県社協として

市町村や市町村社協に、どういったこと

が提案できるかという観点から、１年間

検討を行ったものです。 
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市民後見人養成あり方に関する考え方 

 報告書３ページのアンダーライン箇所をご覧ください。 

市民後見人の意義や役割に関しては、「成年後見人等の担い手に、限りがありそうであるという

「後見人不足」、すなわち、単に数が足りないからではなく、専門職後見・親族後見・法人後見・

市民後見のそれぞれの特性を活かしたかたちで、役割分担しながら、市民後見を地域福祉の一環と

して育てていくことを理念・目標」として、神奈川で推進していくという方向性を打ち出しました。 

この方向性のもとに、「現時点においては、成年後見活動を担う意欲のある市民に、十分な支援

体制のもとで、実際の後見活動に携わる機会を相当程度確保するためには、法人後見を実施してい

る社会福祉協議会の後見活動支援員（以下、仮称として「後見サポーター」と表記する）として活

動いただくこと」が、適切かつ現実的であるとの認識で一致しました。 

この場合、「後見サポーターとしての市民後見人には、かなり独立の責任を持って、やりがいの

ある、単なる補助者としてではないスキームをつくる必要があること、さらに、将来は、必要かつ

十分な研修・経験等を経て、適切な人材が、後見監督人を付した成年後見人等としてステップアッ

プすることを構想の念頭に置くべきことについても、基本的に了解がなされた」という方向のもと

に、昨年度後半から、神奈川県内において市民後見人の養成の取り組みを普及させていく各種事業

を展開しています。 

 

市民後見人養成講座（基礎研修）の実施（H24～） 

 いま読みあげた第一次報告書の方向に基づいて、市民後見人養成講座（基礎研修）を昨年度から

実施しています。基礎研修の実施にあたっては、他地域と同様、説明会を行っています。 

昨年度は平塚市を対象地域として、市民後見人養成講座を開講しました。市民後見人養成講座は

全４日間で受講者 14 名が参加しました。最終的な修了者は 11 名でした。 

この基礎研修の最中に「市民後見人の方による実践報告」という授業がありました。この実践報

告については、今後の市民後見人養成・支援方策立案に資するために公開をする形をとりました。

視察と同様、県内７市町の行政及び社協職員が聴講し、今後の参考に供する形をとりました。 

 

市町村における実践研修の実施の支援（H25） 

 平塚市 11 名の修了者を対象とした今年度の実践研修は、私ども県社協ではなく平塚市が直接実

施いたします。平塚市が実施する実践研修を、私ども県社協が支援をするという形です。 

８月に実践研修に向けたオリエンテーションを行いました。基礎研修修了者 11名のうち 10名が、

実践研修の申し込みをされました。実践研修本番は来月、10 月から年内 12 月まで、３か月間かけ

て実施するという予定になっております。 

 

その他の事項 

 市町村・市町村社協等の開催する、成年後見や市民後見に関する連絡会や検討会に、私ども県社

協がオブザーバーとして参画しています。全国の状況や神奈川県内の状況等について助言を求めら

れた折に、報告させていただく形をとっています。 

 

市民後見事業の事業展開に関して要する人員体制及びその兼務・役割分担 

かながわ権利擁護相談センター「あしすと」という大きな組織のなかに、神奈川成年後見推進セ

ンターという１部門、セクションを設ける構成をとっています。 

所長が「あしすと」全体の統括をします。平成 24 年度は、「あしすと」内に成年後見推進セン

ターとして正規職員の副主幹が１名、嘱託職員が１名、非常勤職員が２名の計４名の体制で実施し

ていました。平成 25 年度は、非常勤職員が１名減になりまして、計３名体制でかながわ成年後見

推進センターは運営を行っています。 
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運営にかかる費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入部分については、神奈川県からの受託金収入が、今年度は 26,845,000円、前年度は 31,963,000

円です。5,118,000円減というなかで運営を行っています。 

この 26,845,000円の内訳ですが、このうち 24,095,000 円分が神奈川県単独事業として、私ども

が委託金としてお預かりしている金額です。残りの 2,750,000円が国庫補助対象事業です。その２

分の１の 1,375,000 円が国庫からいただいたもの、残りの２分の１は神奈川県が負担する財源構成

となっています。 

報告は以上です。 
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川崎市あんしんセンター（川崎市社会福祉協議会） 

(運営課長 佐竹 恵子) 

 

 

 

川崎市社協では、今年度から市民後見人養成を行政から受託しています。 

実は、明日から実際の運営が始まる段階です。実績としてはほぼ皆無の状況です。 

まだ決まってない部分もありますが、これまでの経過をご説明したいと思います。 

 

川崎市社会福祉協議会における成年後見事業（法人後見） 
 

事業の経過 

川崎市には(財)在宅福祉公社という公社がご

ざいました。平成 12 年の成年後見制度施行時よ

り、社会福祉協議会ではなく同公社が法人後見の

検討を行っていました。同公社では、平成 13 年

度から法人後見を開始しています。 

その後、平成 18 年に公社が解散され、川崎市

社会福祉協議会と統合いたしました。公社が行っ

ていた事業は引き続いて行っているのですが、平

成 18 年度からは社協事業として「川崎市あんし

んセンター」を設置したという経過があります。 

 

事業実施体制 

市社協内には介護保険事業を行っている部署

があります。独立性の担保というところで、「担

当理事制による実施」を行っています。 

川崎市には行政区が７区あります。日常生活自

立支援事業と一体的な運営を行っています。法人

後見は市社協が、日常生活自立支援事業は区社協

に委託して、区のあんしんセンターが行う形をと

っています。 
 

受任の対象 

 受任対象はとくに障害者等に限りません。「川崎市に在住し、親族及び経済的な状況等により、

センターが必要と認め、法定後見においては、精神上の障害により補助の要件に該当する程度以上

に判断能力が不十分な状況にある者で…」という部分で、委員会で決定された方を受任しています。 
 

受任の流れ 

受任の場合、まず家庭裁判所から受任依頼があります。 

それから、隔月開催の業務監督審査会へ諮問し、家庭裁判所へ回答する形をとっています。 
 

受任実績 

平成 13年以降の公社時代も含めた受任件数を掲載しました。 

本日時点で 46 件受任しています。内訳として、認知症高齢者 29 名、知的障害者 13 名、精神障

害者 4 名となっています。 
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相談件数、広報・啓発活動 

昨年度実績で、電話・来所・訪問によるものを

含め 145 件の相談がありました。 

広報・啓発関係としては、①地域包括支援セン

ター等の関係機関向けの成年研修、②親族後見人

向け研修、③成年後見制度普及啓発シンポジウム

と市民相談会、④処遇困難ケース検討会などを、

市あんしんセンターの主催事業として行ってい

ます。 

そのほか家族会とか、その他の会議等で、成年

後見の話のご依頼があれば出向いています。 

 

他機関との連絡及び連絡調整 

①日常生活自立支援事業実施団体連絡会、②法

人後見実施社協連絡会、③川崎市成年後見制度連

絡会といった事業があります。 

①②に関しては、神奈川県社協が主催する会議

への参加です。 

③に関しては、川崎市内の成年後見制度にかか

わる弁護士会、リーガル・サポート、社会福祉士

会、それから家庭裁判所等も含めた連絡会組織で、年に２回ないし３回行っています。 

 

日常生活自立支援事業（各区社協で実施） 

ご参考までにご覧ください。 

７区全体の利用者数が 414 件。川崎市では生活保護受給者が大変多いという特徴があります。７

割以上の方が、生活保護を受給されています。 

 

市民後見人養成事業 

 

事業経過 

川崎市では、平成 19 年に成年後見制度連絡会が発足しています。事務局は行政とあんしんセン

ターが担っています。 

平成 20 年、この連絡会のもと「川崎市における成年後見制度の円滑な運用を目指して」という

検討ワーキングが発足しました。このなかで市民後見人の検討も行われましたが、当時は時期尚早

という意見でした。 

平成 23 年９月から翌年２月まで、川崎市の主導で再度検討ワーキングが持たれました。このと

きに市民後見人の養成、その支援に関する方向性が報告書としてまとまりました。 

その結果、平成 24 年３月、川崎市が川崎市あんしんセンターに、市民後見人の養成推進機関事

業を委託したいという依頼が正式にありました。 

その依頼を受け、市社協として「市民後見人推進機関事業検討会」において検討を行いました。

５～６月という短期間での検討でしたが、予算要求に間に合うように、７月には報告書をまとめて

川崎市に提出しました。この検討会において、品川区社協や世田谷区社協に視察に赴き、お話をう

かがっています。正式には平成 25 年３月に受託が決まりました。 

今年３月の成年後見制度普及啓発シンポジウムは、「市民後見人の展開」をテーマに行い、大阪

市立大学の岩間伸之教授に講演をお願いしています。 
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今年４月から事業を開始しまして、７月に市民後見人養成研修の説明会を計２回・182 人が参加

しました。定員 45 名と考えていましたが、結果としては定員に満たない 40 名の応募でした。小論

文等を提出いただきましたが、結果的に全員の受講を認める形で、明日から来年２月まで全 11 回

の養成研修を実施する予定です。 

 

職員体制 

川崎市あんしんセンターには、部長と課長が１名ずつと、プ

ロパー職員が３名です。嘱託職員は２名です。市民後見人の研

修委託を受けた関係で、嘱託職員が１名増員になっています。

後見支援員は２人です。 

全７区ある区社協あんしんセンターについては、件数が多い

区には複数に配置をしています。プロパー正職員が９名、嘱託

職員が８名体制です。 

 

事業予算 

 あんしんセンター事業全体として合計 147,281,000 円の予

算規模です。これは、成年後見事業と日常生活自立支援事業と

が分かれていません。あんしんセンターの正規職員、嘱託職員、

区の正規職員、嘱託職員全体の職員の人件費を合わせた形での

金額です。 

そのほか成年後見の利用促進委託事業として普及啓発事業

を行っています。委託費 918,000 円です。人件費 52,000 円で

アルバイト程度です。ほとんどが事業費として川崎市から交付されています。 

市民後見人養成事業に関しては、今年度から川崎市から委託されています。予算規模は小さいで

すが、今年度 3,473,000 円が新たに交付されました。内訳としては、人件費 2,506,000円・事務費

7,000 円・事業費 960,000円です。 

先ほど嘱託職員が１名増員されたと申し上げましたが、この嘱託職員１名分の人件費が、この

2,500,000円に相当します。嘱託職員は９時～４時までの人件費です。 

事業費 960,000 円は講座の開催経費で、広報経費等を含んでいます。 

 

川崎市における市民後見人の養成について 

 「川崎市における市民後見人の養成について」という資料をご覧ください。こちらが７月の市民

後見人の養成研修の説明会のときにお配りした資料です。 

「１川崎市における成年後見制度をはじめとする権利擁護事業に関する推移」に関しては割愛し

ます。 

 

成年後見の現状 

「２成年後見の現状」箇所をご覧ください。 

全国的な数字ですとか、市長申立て件数が記載してあります。川崎市の市長申立て件数は、平成

24 年度 90件です。ご覧の通り、市長申立ては年々増加傾向にあります。 
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市民後見人の必要性、川崎市の市民後見人の役割 

「市民後見人の必要性」「川崎市における市民後見人の役割」箇所をご覧ください。 

さきほどの経過説明のなかで、ワーキングの検討等がありましたと申し上げました。ワーキン

ググループには、あんしんセンターも参画しています。 

市民後見人の養成は、あくまでも数的不足が理由ではなく、地域福祉の担い手である第三者後見

人が必要だというところを目的にしています。 

 

「川崎市における市民後見人の役割」に書いてあるとおり、「本市においては、市民によるボラ

ンティア活動が活発であるという特性を活かし、当面の間は、ボランティア的要素の位置づけが強

い、社会貢献型の市民後見人を養成」すると、川崎市では位置づけました。 

ですので１点目として、「弁護士や司法書士などの資格は持たないが、社会貢献への意欲や倫理

観が高い一般市民の中から、成年後見に関する一定の知識・態度を身に付けた第三者後見人等」を

候補者とするということです。 

それから２点目として、「推進機関のバックアップの下、手厚い見守りや、頻回な訪問による日

常生活の支援等の身上監護を中心」とするということ。 

３点目に、市長申立てに限るということ。市長申立ての場合にのみ、市民後見人を候補者として

推薦するということ。 

４点目に、報酬の付与審判申立てをしないことを前提とするということ。 

最後５点目として、原則として川崎市内に居住するという方…云々と書いてあります。 

 

私ども市社協あんしんセンターで、市民後見人養成の検討を昨年５～６月に行ったと述べました。

当初、社会福祉協議会が描いていた市民後見人像とは、ちょっと離れてしまっています。 

報酬付与の申立てをすると、こちらは考えていたのですが、その点については川崎市とすり合わ

せができませんでした。結果、「ボランティア的

要素の位置付けが強い、社会貢献型」という表現

になりました。「市長申立てに限る」という形で、

市民後見人の養成を明日から始めることになっ

ています。 

 

事業実施スケジュール 

 川崎市の市民後見人養成スケジュールが記載

されています。 

今年９月から来年２月まで、月２回・土曜日開

催のペースで研修を行っていきます。40 名の応募

で、先日１人キャンセルがありましたので 39 人

でスタートします。 

最終的には、来年３月に 15名に絞る予定です。

この 15 人の方が、来年度１年間、私どもあんし

んセンターが行う法人後見において、実践研修を

担っていく形を考えています。実践研修を経て、

平成 27年度の受任を目指しています。 
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特定非営利活動法人 東三河後見センター 

(理事長 長谷川 卓也／市民後見人 田中 義人) 

 

 
 

 

 

東三河後見センター理事長の長谷川と申します。まず全体の状況を長谷川から報告します。 

今日は市民後見人として、法人後見の事務担当として活動している田中さんにも来ていただきま

した。後半は田中さんに、実際の市民後見人の活動状況を話してもらいます。 

 

東三河後見センターの概要 
 

設立の経緯 

 設立は平成 19 年２月です。今年で６年目を迎えま

した。 

東三河後見センターは愛知県東部に位置します。平

成 17 年当初、豊川市と新城市の知的障害者の福祉サ

ービスの関係者が中心となり、そこに親御さんが加わ

って、法人後見ができる組織をつくろうということで

市民団体を立ち上げました。そこに私どもも誘われて

入ったというのが発端です。 

そこで勉強会や講演会、シンポジウム等々を約１年

半の間行いました。そうした活動を経て、平成 19 年

２月、NPO法人の設立登記の運びとなりました。 

平成 19 年４月からは豊川商工会議所内に事務所を

借り、実際の事業を開始しました。当時１か月約７万

円の事務所費用がかかりましたが、やはり NPO では社

会的評価が未知数ですので、商工会議所の名前を少し

拝借するということや、事業内容が事業内容のためセ

キュリティー上の問題がありますので、いいかげんな

ところは借りられないということで、豊川商工会議所

内に事務所をお借りした次第です。これは後々考える

と大成功でした。 

 

設立当初の活動 

 設立当初は、パンフレットを作成して、いろいろな事業所や介護保険事業者連絡会、知的障害者

施設の施設長会議等々といったところに参加して、成年後見制度の普及や東三河後見センターの周

知活動をしました。 

平成 19 年５月、「成年後見制度を権利擁護のセーフティーネットとするには～東濃、静岡県西

部、西三河からの事例に学ぶ」というテーマで、実際に後見活動を行っていた各氏をお呼びしてシ

ンポジウムを開催しました。 

その年の９月までの約半年間に申立ての相談を受けたのは９件でした。９月から毎月１～２件の

申立てのお手伝いをするようになりました。その大半が第三者後見人を必要とする案件で、当法人

が後見人の候補者になる形で進みました。 

平成 19 年 12月、受任第１号の審判が確定しました。愛知県の消費生活専門相談員から紹介を受

けました。消費者被害を受けている認知症高齢者で、後見類型でした。 
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事務所費用等を捻出するために、約２年間、介護保険の居宅介護支援事業もしました。これは、

私がたまたまケアマネジャーの資格を持っていたためです。後見の仕事が忙しくなり、後見報酬が

入り始めたので、この事業は廃止しました。 

 

受任実績と専門職と市民後見人の後見事務担当者人数 

 平成 19 年から 25 年度までの受任件数、それから死亡した方の表を掲載しました。 

トータル 64 件受任のうち、死亡者は 15名で、現在受任しているのは 49名です。 

当初はリタイアした社会福祉士、有資格者のメンバーでスタートしました。その後、昨年度から

「もう 1 回社会貢献しよう」という人たちが集まったということです。この２年間は完全な無給、

ボランティアです。 

次第に受任件数も増えてきたのですが、平成 22 年度になるともうまったく増ふやせなくなりま

した。平成 22 年度は６件しか増えていません。平成 23年度は３件にまで減少しています。平成 24

年度からまた増え始めました。いまは増える状況にあります。 

最初はリタイアした専門職がもっと増えるのではと想定していたのですが、意外と増えませんで

した。専門職に期待していても駄目ということで、WAM の助成金を受けて、平成 22年度から市民後

見人の養成研修を開始しました。平成 23 年度は、厚生労働省の市民後見推進事業を豊川市が受託

して、それを東三河後見センターが受けてやりました。こうして２年間かけて修了生を輩出しまし

た。 

ようやく平成 24 年度から、実際にその方たちが動き始めたという段階となり、また少し受任件

数を増やせる状況が生まれたということです。 

 

現在の定款に定めた事業 
 

実施する事業について、現在の定款の一部を掲載

しました。①から⑨まであります。この定款は平成

24 年５月の総会で変更したものです。 

それまでの定款には、介護保険法に基づく居宅介

護支援事業や福祉サービス利用援助事業などを入

れていたのですが削除しました。 

あらたに定款のなかに、⑦市民後見人の養成・支

援・指導、それから⑧成年後見関係機関との連携・

協働を、事業として組み込みました。 

 

市民後見事業 
 

市民後見事業の経過 

市民後見事業は平成 22年度から開始しています。 

平成 22 年度は、WAM 助成金を受けて「市民後見

人養成とサポートシステム構築事業」という事業

名で実施しました。 

愛知県東部の豊川市、新城市、蒲郡市という３市の行政職員と社協職員、それから医師会、弁護

士会、司法書士会といった方たちに参加をいただき、「東三河市民後見検討委員会」を立ち上げま

した。そこで養成研修カリキュラム等の検討をし、研修を実施しました。当時の受講生が 31 名で

す。 
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ただ、これは基礎研修的な部分のみです。まだ実践をするのは無理ということで、どうしようか

と思っていたところに、ちょうど厚生労働省の市民後見推進事業が始まりました。そこで総合実践

的な研修を行って、31 名のうち 26 名が修了しました。そのうち市民後見人をやりたいと手を挙げ

た方が 18 名いました。 

 

実際、市民後見をやるにあたって家庭裁判所とも話をしました。私どもの考えている「市民後見

人のビジョン」をまとめてくれないかということでした。そこで私どもがまとめた資料が９ページ

に掲載してございます。 

私どもの管轄の家庭裁判所は名古屋家庭裁判所豊橋支部です。そこにこの「ビジョン」を提出し

ました。豊橋支部では主任調査官が市民後見担当になっていました。その方がビジョンをみて、「よ

うやく市民後見人のイメージができた」と仰ってくれました。 

このビジョンについては後ほどご説明します。 

 

市民後見事業の現況 

現在、市民後見人名簿に登録されている方が 18

名です。内訳は男８名・女 10 名。平均年齢 61.7 歳

です。居住地は、愛知県東部３市１町豊川市、新城

市、設楽町、岡崎市）にまたいでおります。 

事前にこの 18 名の方たちに、法人後見を希望す

るのか、単独選任を希望するのかという希望をとり

ました。 

その結果、18名のうち、法人後見で事務担当をや

りたいという方が 16 名、単独選任をやりたいとい

う方が１名でした。ちなみに単独選任を希望された

方は、40代の行政書士の方です。それから、「どち

らでもいい」という方が１名いました。 

大半の方が法人後見の事務担当を希望するとい

う内容でした。 

 

市民後見人の人たちに、比較的落ち着いた方から

引き継いでいきました。あるいは新規受任でも、こ

れは市民後見人でもいけるという事案については、

市民後見人の方に担当していただくようにしていきました。その内訳を資料に示しました。 

だいたい２～３名、少なくて１名の方を担当しています。新城市・男性 62 歳・介護支援専門員

資格所有の市民後見人は、８名担当していることになっていますが、このうち７名の方は１箇所の

知的障害施設に入っています。親御さんもご健在のため、月１回定期訪問をすればだいたい用件が

済むということで、いまのところはそれほど負担感なく非常に多くの方を担当しています。 

それから豊川市・女性 61 歳・介護支援専門員資格所有の市民後見人で、６名担当している方が

います。この方は東三河後見センターに、非常勤で４日間勤務しています。市民後見人のお世話係

を担当しています。自分でも後見業務ができなくてはいけないということで、現在トレーニング中

です。まだ「市民後見人のお世話係」とまではいかないかも知れませんが、そういった理由から比

較的多くの件数を担当しています。 

 

これまで９名の市民後見人が 28 名の方を担当しました。28 名のうち２名の方がお亡くなりにな

りました。ですから実際いまは 26 名の方を担当しています。 
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その内訳を表に示しました。認知症の方が 15 名、知的障害の方が 11 名です。精神障害の方は､

いまのところ法人後見で引き受けています。まだ市民後見人に引き継げる方がいらっしゃいません。 

 

市民後見人のビジョン 

私どもでは、法人後見の事務担当を希望する方が

圧倒的に多いということで、これを生かさない限り

は市民後見人の普及もできないということで、市民

後見人を２種類考えました。単独選任する方、それ

から後見事業を法人の中で担当する方、この両方が

市民後見人として働く領域であると考えています。 

 

支援・指導・監督の頻度、内容等 

市民後見人に対する支援・指導の頻度、内容等を

掲載しました。 
 

市民後見人の方には事務担当をやっていただき

ますから、定期的な支援・指導は、最初の年は３か

月ごとに行います。２年目以降は半年ごとにしてい

ます。 

その内容は、現金と小口現金出納帳や預貯金通帳

との突合、後見活動記録の点検等です。そこで必要

な支援・指導を行います。 

このほかにももちろん、日常的に電話でいろいろ

な相談を受けたりします。現金の持ち出しのときに

は、一緒に同行するといったこともしています。 
 

「就任１か月後の事務報告書と、就任１年目の報

酬付与申立て添付の事務報告書については、添付資

料を含め慎重に点検し…云々」と記載してあります

が、家庭裁判所に提出する書類等については、添付

資料を含めて慎重に点検をして支援・指導を行いま

す。 

将来的には、完全に市民後見人の方がひとりでで

きるようになることを目指してやっています。 

 

報酬付与申立て 

単独選任型はまだいませんが、もしそういう方が

出てきた場合、報酬付与の申立てを認める方針で進

めています。 

後見監督人については、まだ後見監督できる法人

が他にありませんので、東三河後見センターが後見

監督を行う予定です。社協に法人ができたら、後見

監督人をお願いしたいと考えています。 

法人後見型の市民後見人の場合ですが、この方た

ちには１件当たり１か月一律 5,000円の給与を支払

うという雇用契約を結んでいます。 
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市民後見人の登録に必要な資料、保険 

７種類あります。身分証明書、経歴書など、相当

な資料を提出していただいています。 

保険については、これまで専門職に適用されてい

たものが市民後見人にも適用されるということで、

保険会社の了解をいただいています。 

 

 

 

 

活動計算書 
 

活動計算書のいちばん下段に正味財産額があり

ます。現在 1,073 万円の貯金があります。 

いままでどこの支援も受けず業務をしてきまし

た。まずわかりやすいところで、貯金を 1,000 万円

ためようということで、ようやく実現したところで

す。 

人件費にどのぐらい使っているかというと、事業

費科目にある人件費が約 422 万、管理費科目の人件

費が約 108万、合計 530万円が１年間の人件費です。

役員報酬、非常勤の勤務の方の給与、市民後見人の

方への費用を含めて、530万円を１年間で使います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民後見東三河モデルのコンセプト 

第１回市民後見東三河モデル検討委員会資料をご覧ください。 

これは WAM 助成金をいただき、今年８月に「市民後見東三河モデルの作成と実践」というテーマ

で行った、検討委員会の資料です。 

本日も来ている放送大学の大曽根寛教授と話し合いをして、東三河モデルのコンセプトを大曽根

先生の考え方も含めて作成していただいたものです。 

愛知県の東三河地域には５市２町１村があります。５市のうち３市には、すでに成年後見支援セ

ンターが、市から社協が委託を受けて存在しています。今年 10 月には、残り２市も成年後見支援

センターができる予定です。 

２町１村をどうするかという問題は残っていますが、５市に成年後見支援センターがそれぞれで

きる。これで相談を受ける体制は整います。 
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営業エリアとして都市部から中山間部までが含

まれます。多様な地域を包括する、広域的な支援が

できる NPO を構想して、広域で市民後見人養成と後

見支援ができないかという意図で描いた図になり

ます。  

これから検討していくものですので、今後描いた

通りになるかはまだわかりません。継続的に検討し

て、今年度の最後には報告書としてまとめたいと考

えています。 

(以上、長谷川氏） 

 

市民後見人からの報告 
 

東三河後見センターで、後見の事務担当をしてい

る田中と申します。 

昨年５月から現在まで、３人の方の後見活動をや

っています。１番目の方は前任者からの引き継ぎで

す。昨年４月からスタートして、５月に前任者から

引き継ぎました。あとの２名の方は申立て段階から

担当しています。 

養成研修からの学び、法人後見のなかで市民後見

人として活動実践していて感じたことなどについ

てご報告させていただきます。 
 

 養成研修参加者は、社会福祉士、介護福祉士、ケ

アマネジャー、施設職員、社会保険労務士、行政書

士、公認会計士等々さまざまでした。かなりの社会

的経験を積まれた方がほとんどでした。年齢的には、

だいたい 50 歳後半から 60 歳前半が中心です。私自

身も、昨年３月まで大学の専任教員をやっていまし

た。明けて 75 歳からのスタートです。 

養成研修で非常に参考になったのが、先任者から

の事例の紹介でした。後見人業務に関係するさまざ

まな法律や手続き等がありますが、そういったこと

は聞いたり、調べたりすればわかります。たいした

問題ではありません。私にとっては、やはり事例紹

介が非常に重要でした。 

事例紹介後、５名程度のグループに分かれて、事

例に基づいたグループ討論を行います。みなさん非常に多様なバックボーンをもつ人たちです。い

ろいろな意見が出ます。問題点を整理して、受講生たちの前で発表します。これが非常に参考にな

りました。 

私のように福祉現場をまったく知らない者が、３日間も福祉現場に研修に行ったということも重

要でした。すべての研修が終了して、約２か月間、前任者につくワンジョブトレーニングという形

でご本人に会ったり、金融機関などを回りました。これも非常にいい経験になりました。 
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 法人後見の事務担当ということでやっていますが、これは我々にとっては非常によいです。何か

問題があると、前任者に相談すると適切なアドバイスをいただけるという利点があります。 

周囲には、弁護士や司法書士などの専門家が何人もおられます。私もいろいろなことをお聞きし

ました。たとえば不動産登記の問題、それから売却の問題など。司法書士に確認すると、的確なア

ドバイスがいただけます。安心して後見活動を行うことができる。 
 

養成研修はかなり出欠が厳しかった。遅刻、早退は全部欠席扱いです。17回の講座で２回欠席が

あると追加研修を行います。３回以上の欠席は、もうすべて駄目という形で、数名の方がドロップ

アウトしました。 

おまけにすべて修了した後の追加研修のとき、私はすべて終わっていたわけですが、基本的には

出席という形で研修に参加しました。それ以後も、一定期間ごとに研修会があります。これは非常

に助かっております。 
 

 さきほどの支援・指導についてですが、これは非常によいです。 

たとえば資料の整理ひとつにしても、ふだんはどうしても適当になってきます。適当になってく

る頃に指導が入ります。こういうことがあると、きちっと整理ができます。困ったことは速やかに

チェックができます。非常にありがたいシステムです。 
 

事務担当者の任期は１年です。「途中で不祥事があったら、終わりにする」といった趣旨がちゃ

んと書いてあります。これは非常によいことだと思っています。適切に緊張感を持って後見活動を

行うことができます。 

私のように年齢を重ねていると、あと何年かは大丈夫ですが、たとえば若い方の 10 年先、15 年

先をみることに関しては自信がありません。 

そういうとき法人後見の場合、すぐ適当な人が代わって行うことができます。後見内容に関して

も、すべて周囲の人が知っています。これは非常にいいことだと思っています。長期間にわたって

活動を保証していくことができます。 
 

 実践を通じて感じたことをお話しします。 

よく財産管理と身上監護といいます。財産管理は誠実にやればそんなに難しいことはありません。

本当に困ることがあれば、弁護士の方が周りにいます。たいていのことは調べればわかります。と

りたてて問題はありません。 

問題は身上監護です。１か月に１回本人に面会するとかいったことですが、それではまったく役

に立ちません。やはりもっと頻回に行く必要があります。市民目線というか、本人の身になって本

当に話を聞く必要があります。 

担当しているお年寄りの方をみると、本当に寂しいのだと思います、私は一週間おきに訪問しま

すが、行けば１時間はつかまります。その時はとにかくいろいろなことをお聞きします。 

認知症高齢者や、そのほかにも問題を抱えた人がたくさんいます。 
 

専門職の若い方たちは本来の仕事をおやりになればよいのです。 

市民後見人の活動は、年配で経済的にも時間的にも余裕があってこそ、初めてできるのではない

かと思います。ボランティアでできる部分はボランティアでやればいい。 

知識的問題は、すこし研修を受けて勉強すればやれます。まったく問題ないと思っています。 
 

これからは市民後見の認知が問題になってくると思います。 

市民後見が主流であって、専門職と称する方たちは、必要となれば我々市民後見人の支援・指導

していただくことで、かなりの部分はカバーできます。 

むしろ、これからはそういったことが必要ではないかと、実際にやっていて感じています。  
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特定非営利活動法人 あさがお 

(所長 尾崎 史) 

 

 

 

NPO 法人あさがおの尾崎と申します。よろしくお願いします。 

あさがおでは、市民後見人養成は行っていません。法人後見の身上監護の一部を担う「地域支援

員」という、あさがお独自の制度です。あさがおでは、現在に至るまで地域支援員の養成から雇用

までを行ってきています。 

まずは全体的な概要からご説明をいたします。 

 

あさがおの設立 

 あさがおの設立経緯ですが、介護保険施行後、

平成 13 年に大津市が調査を行いました。その調

査で、要介護高齢者の約７割が何らかの認知症を

抱えている実態が明らかになりました。その方た

ちの契約実態をみてみると、本人の意思に基づか

ない契約が行われていたり、権利侵害が起こって

いたりということがありました。 

そこで、大津市が「成年後見サービス等基盤整

備検討委員会」を立ち上げました。さまざまな専

門職、当事者団体との間で協議を重ねました。利

用しやすい成年後見サービスを目指して、成年後見を使って高齢者、障害者の権利を守っていこう

という協議が行われました。 

この協議に足かけ４年かかっています。あさがおは、この４年の歳月を経て設立されました。 

 

組織の概要 

まず理事８名・監事２名がいて、その下に事務

局があります。 

事務局構成は、総務・経理４名、権利擁護相談

担当５名、地域支援員４名となっています。総

務・経理４名は、常勤２名・非常勤２名です。権

利擁護相談担当は、５名とも常勤です。地域支援

員４名は非常勤となっています。 

法人の会員が 197 名います。 

設立当初から支援検討委員会を立ち上げてい

ます。年３～４回開催しています。そこでは主に

法人後見受任ケースの検討を行い、委員の皆さまから助言を得ています。滋賀県の弁護士会、司法

書士会、社会福祉士会から委員の選任をしていただき、アドバイスを受ける形になっています。 
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職員体制 

 設立当初は、常勤３名・非常勤１名、合計４名

の職員体制から始まりました。 

平成 24 年度は、常勤７名・非常勤８名、合計

15 名の職員体制となっています。今年度は減少し

て、常勤７名・非常勤６名、合計 13 名で実施し

ています。 

これは地域支援員が 70 歳を超えてリタイアさ

れたり、家庭の事情で辞められたりという理由で

す。本業をお持ちの方が本業にシフトされたりと

いうことで、地域支援員が減っています。 

 

収入内訳 

 平成 24 年度の会費収入 99 万円、寄付金 12 万

円です。寄付金が非常に少なく、もう少し寄付が

集まらないかなと思っています。 

実は、現在、認定 NPOの取得を目指しています。

申請したところ、今週、仮認定が決定しました。

滋賀県では初めてということで、来週、知事から

交付式があります。 

事業収入 3,084 万円は後見報酬です。あと委託

金 2,219 万円、雑収入 60 万円で、合計 5,483 万

円という収入内訳です。 

支出を書き忘れたので、人件費だけお伝えしますと、約 3,900 万円です。約 5,400 万円のうち、

常勤・非常勤を合わせた人件費支出が 3,900 万円ということです。 

 

事業内容① 相談事業 

 まずは権利擁護支援ということで、高齢者・障

害者の相談事業を行っています。この相談事業は、

大津市と滋賀県から委託を受けて実施していま

す。 

相談内容は、高齢者・障がい者の成年後見制

度・虐待等の権利擁護支援に関する相談です。市

民からの相談のほか、専門職、行政担当者からも

相談があります。 
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新規相談件数推移 

新規相談件数は毎年 200 件超あります。すべて

の相談の延べ件数にすると、1,200～1,300 件の相

談件数になります。 

 

 

 

 

 

 

 

事業内容② 法人後見事業 

 

現在、法人後見を 96 件担当しています。法人後見事業の表をご覧ください。 

平成 23年度のピーク時には 112 件担当していました。 

平成 24 年度は 93 件、現在は 96 件です。また少しずつ増えている状況ですが、産休の職員が出

たり退職者が出たりした関係で、平成 24年度は受任件数が減少している状況です。 

 

後見実務の役割分担 

 法人実務の役割分担が、あさがおの特徴といえ

ると思います。 

「相談員」は、社会福祉士や精神保健福祉士と

いう専門職です。この相談員が財産管理、身上監

護のすべてにおいて、責任をもって担当していま

す。 

財産管理の細かな預貯金の出し入れとか、さま

ざまな申告事務は非常に大変なのですが、これに

ついては、実質、事務職員である「財産管理担当

者」１名が 96 件すべてを担当しています。 

身上監護の一部について、「支援員」が月１回の訪問により見守りを行っています。ただ、96 人

全員に対して支援員が訪問しているわけではありません。現在 20 名程度の被後見人宅に訪問に行

っている状況です。 

このような形で、ひとりの被後見人を２名もしくは３名で担当しています。相談員１名は、約 20

～25名の担当件数を持っているわけですが、すべてひとりで行っているわけではなくて、財産管理

担当者と支援員が役割分担して、トリプル体制で支援を行っています。 
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法人後見のメリット 

 あさがおが行う法人後見のメリットとして、 

 ①さまざまな専門職により構成されているた

め、複合化された問題に対応しやすい。 

 ②事例の積み上げによる情報量および質の担

保が可能。 

 ③後見実務の分担を行うことで、個人の負担が

軽減される。 

 ④実務についてチェック可能な体制である。 

 …といったことがあげられます。 

 

事業内容③ 普及啓発等 

 普及啓発事業では、設立当初の法人の財政状況

が厳しかった時代から、厚生労働省や WAM の助成

金をいただいて、シンポジウムやフォーラム、各

種研修会の開催、ハンドブック作成、その他の調

査研究など、いろいろな事業を行ってきています。 

 

 

 

 

 

大津市における権利擁護支援体制 

「大津市における権利擁護支援体制」という図

をご覧ください。大津市の成年後見利用に至るま

での仕組みです。これは虐待等の事案も含めた仕

組みです。 

地域の困った相談は、だいたい地域包括支援セ

ンターや地域生活支援センター等からあがって

きます。地域で解決できる問題は地域に返してい

くのですが、そこで解決できない専門的な問題が

あさがおに上がってきます。 

あさがおは専門的支援を行う団体ですが、あさ

がお１団体では解決できません。さまざまな団体や専門職等々と連携をとりながら、問題の解決に

あたります。 

 

地域支援員 

地域支援員については、 
 

「法人に所属する職員として、成年被後見人等の

権利を擁護することを目的とし、後見活動におけ

る身上監護の一部を担うために、研修等を通じて

必要な知識や技術・態度を身につけた市民をいう」 
 

…という定義をしております。 
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地域支援員研修スケジュール 

地域支援員は、２年間かけて養成します。 

１年目は基礎的な研修。２年目は少し専門的

な研修ということで、実習も含めて 12 講座 20

週という形で行っています。 

 

 

 

 

 

 

平成 23～25年度市民後見推進事業受託～今後の方向性～ 

平成 23 年度から市民後見推進事業を受託を

しています。支援員活動の見直しも含めて、地

域の権利擁護ニーズに応えていくためにどうあ

るべきかを、専門職３団体などとともに検討し

てきました。とくに、この「①後見活動のスタ

ンダード構築」の必要性を大津市のみんなで話

し合いました。 

つまり市民も、専門職も、法人も、みんなが

同じことを最低限７割はできるようにしようと。

これを「スタンダード」とは呼ばないのかもし

れませんが、一定基準となるものの作成を課題として挙げています。 

もうひとつは「②ニーズに対応可能な後見の担い手確保の検討」です。大津市でも、かなり後見

ニーズが増えてきています。それに対応可能な後見の担い手を、あさがおも地域支援員の課題も含

めて見直していこうということです。そうした方向性を抱えながら、また今年度も市民後見推進事

業を始めています。 

 

【法人後見と市民後見】 

お配りした資料に、表題として「法人後見と市

民後見～法人後見による市民後見のための“小

さな”貢献」というタイトルで示しています。

あさがおにおける地域支援員を見直しの方向性

を、最後にお示しさせていただきます。 
 

地域支援員の見直しの要因 

まず、地域支援員をなぜ見直さなければなら

なくなったのかという要因です。 

そのひとつとして「支援員制度の“立ち往生”」

があります。 

あさがおの支援員は、法人後見の身上監護の

一部を担うということで、平成 19 年からスター

トしました。当初は、目的や役割の共有もされ

ていたのですが、時間の経過とともに位置づけ

や評価が分かれてきました。 
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現在は比較的軽微な方、“軽微”と言ってはいけなのですが、施設入所の方を中心とした月１回

の様子見確認の訪問となっています。これが立ち往生しているということが要因のひとつです。 

それから、いわゆる「市民後見人の登場」ということ。 

市民後見人が今日ひとつの流れとなりつつあります。 

これを認識して、あさがおが持つ後見ノウハウを生かして、市民後見人の質向上に寄与すること

が、今後は必要になってくるのではないかということで、支援員制度を今年度１年間かけて抜本的

に見直します。 

 

見直しの方向性 

見直しの方向性ですが、旧の支援員制度を廃止

し新制度を構築する場合、次の要件を満たす必要

があると思います。 

まず、前提として 

①支援員制度で問題となった事項をクリアする 

そのうえで、 

②法人後見の質向上につながる 

③増え続ける後見ニーズに対応する 

④市民後見員の質向上に寄与する 

…といったことにつなげていきたいと思います。 

 

「支援員制度で問題となった事項をクリアす

る」というのは、新制度のビジョンをはじめ、目

的・役割を明確化したい。認識を共有化したい。

その維持に向けて定期的な評価・見直しを行い、

経年劣化させないことが必要です。 

地域支援員の役割として、軽微な方への月１回

の定期訪問ではなく、徐々に対応困難なケースへ

とバージョンアップしていく必要もある。訪問を

重ねるごとに支援員の質も上がってくるので、バ

ージョンアップしていくことも必要です。 

支援員のみなさんも、やる気がある方ばかりです。次第に役割を増やしていかないと、やる気が

そこで萎えてしまうということも反省のひとつとしてあります。 

あさがおの支援員は、当初は「判断はしない」「ケース会議にも出ない」「プランに印鑑を押さ

ない」というようなことを取り決めていたのですが、それではいけないのではないかと考えていま

す。ステップアップする方策、仕組みを考えていきたいと考えています。 

 

「法人後見の質向上につながる」ことというの

は、支援員制度の長所として、複数の目が被後見

人に向くことが挙げられます。活動に幅が出て、

後見の質が向上します。 

これは確実にそうだと思うのですが、１人の被

後見人に相談員が１人でかかわっているより、別

の時間帯に支援員が行くことで、あらたな発見が

また別の視点からあるということも、今後生かし

ていきたいと思っています。 
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「増え続ける後見ニーズに対応する」こととい

うのは、支援員の長所を活かして役割分担ができ

れば、受任件数も増やすことができます。そうし

たやり方をしないといけないと考えています。 

さらに、支援員が力をつけてきたら相談員とし

て登用されるといったことも、可能性としてはあ

るのではないかと考えています。 

 

 

 

「市民後見人の質向上に寄与する」というのは、

あさがおの新たな支援員が相談員とともに後見

業務を行うことによって、OJT（オン・ザ・ジョ

ブトレーニング）によって力をつけます。 

あさがおでは「後見プラン」をつくっていま

す。支援員と相談員が一緒にプランをつくりま

す。 

 
 

そうしたことを重ねながら、もしステップアップして市民後見人となった場合には、あさがおの

DNA と経験を生かした活動が期待できるのではないか。そして、それは市民後見人の質向上に寄与

できるのではないかと考えています。 

さらにあさがおは、バックアップ機能、指導、助言を果たすこともできると考えております。 

 

このように支援員制度の設計を夢みていまず。

もうすでに新たな仕組みの検討を始めています。

来週ワーキンググループを開催します。平成 26

年度からの新たな制度開始に向けて、関係者が

集まり、ともに行う法人後見を目指していきた

いと思っています。 
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【参考】「市民後見に関する調査」 

①認知症の人の特性調査票（利用者特性調査票） 
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【参考】「市民後見に関する調査」 

①認知症の人の特性調査票（利用者特性調査票） 
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【参考】「市民後見に関する調査」 

②市民後見活動調査票 
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【参考】「市民後見に関する調査」 

②市民後見活動調査票 
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 ■ワーキング委員   

 川越 雅弘 国立社会保障・人口問題研究所 企画部 第１室長  ＜座長＞  

 小嶋 珠実 公益社団法人 あい権利擁護支援ネット 理事  

  

オブザーバー   

 厚生労働省 老健局 高齢者支援課 認知症・虐待防止対策推進室 

厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課 

法務省 民事局 参事官室 

最高裁判所 事務総局 家庭局 

 

  

事務局   

 菅原 弘子 特定非営利活動法人 地域ケア政策ネットワーク 事務局長  

 北村 肇 特定非営利活動法人 地域ケア政策ネットワーク 研究主幹  

 福井 英夫 特定非営利活動法人 地域ケア政策ネットワーク 外部協力員  
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